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はじめに 

 

近年、木造建築は、木造そのものへの嗜好の高まりのほか、森林資源・林業の健全化、低炭素

化等、様々な関心から注目されるようになった。平成22年10月には「公共建築物等における木材

の利用の促進に関する法律」が施行され、国土交通省では、その対応として、木造３階建て学校

建築(以下、「木３学」)や延べ面積3,000㎡を超える建築物の火災時の安全性に関する基準を整備

する方針が表明された。  

平成22年度から平成25年度に実施された研究の成果をもとに、平成26年6月4日に改正建築基準

法が公布され、平成27年6月1日より施行された。 

従来の建築基準法では、防火上、学校建築を３階建てとする場合は、耐火建築物としなければ

ならず、また、延床面積3,000㎡を超える規模の建築物も主要構造部を耐火構造とする必要があっ

た。この改正では、学校において現に取られている防災対策の考え方と一般的な消防体制のもと

で、これらの規制の背後にある火災危険を低減するための方策を明確にするよう検討が行われ、

木材の利用を促進するという観点からは、３階建て学校に要求される避難安全性能を満たすよう

一定の防火措置を講ずることで、より広い範囲での木材の利用が可能な準耐火構造による建設が

可能になった。また、延べ面積3,000㎡を超える建築物では、「壁等」によって延べ面積3,000㎡

以内に有効に区画できれば、延床面積3,000㎡を超える規模の建築物の主要構造部を木造とするこ

とが可能となった。 

本資料は、この改正における技術的根拠となった一連の研究成果の概要をとりまとめたもので

あり、実大火災実験、部材実験、教室規模の実験、実建物およびシミュレーションによる煙伝播

実験と避難計算による安全性の検証、木造学校の建築計画・可燃物量等の実態調査、火災実験に

係る木３学の代表的仕様および実験計画等の検討について、それぞれの関連と概要を記載した。 

なお、本研究は、国立研究開発法人建築研究所（当時、独立研究開発法人建築研究所）、国土

交通省国土技術政策総合研究所、国土交通省建築基準整備促進事業 ｢木造３階建て学校の防火基

準整備のための火災実験計画に関する調査｣（平成22年度）および国土交通省補助事業「木造建築

基準の高度化推進に対する検討を行う者に対する補助事業」（平成23～25年度）の事業主体（学

校法人早稲田大学（代表者）、公立大学法人秋田県立大学、三井ホーム株式会社、住友林業株式

会社、株式会社現代計画研究所）の共同研究により検討を実施した成果をとりまとめたものであ

り、具体の成果は別にとりまとめ報告する。 

最後に、一連の調査や実験の実施にあたり、ご指導、ご協力を戴いた関係各位に対し、厚くお

礼申し上げる次第である。 
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        概要 

建築基準法では、３階建て学校のような特殊建築物は、在館者の避難安全および公設消防

による検索・救助の観点から、耐火建築物とすることが要求されてきた。公共建築物等にお

ける木材の利用の促進に関する法律（平成22年10月施行）では、二酸化炭素の排出削減およ

び林業の持続的な発展のために、建築物における木材の利用を制限する基準を見直すための

研究を促進することを定めている。このような背景のもとで、平成22年度から25年度にわた



る4年間の研究プロジェクトが実施され、準耐火建築物に必要な措置を講ずることで、在館者

の避難上および公設消防の検索・救助に支障がない耐火建築物と同等の水準が達成できるか

どうかを検証するための実大火災実験を実施した。 

本成果をもとに、平成26年6月4日に改正建築基準法が公布、平成27年6月1日に施行され、

法第21条第2項および第27条が見直された。 

本資料は、この改正における技術的根拠となった一連の研究成果の概要をとりまとめたも

のであり、実大火災実験、部材実験、教室規模の実験、実建物およびシミュレーションによ

る煙伝播実験と避難計算による安全性の検証、木造学校の建築計画・可燃物量等の実態調査、

火災実験に係る木３学の代表的仕様および実験計画等の検討について、それぞれの関連と概

要を記載した。 

 

          ｷｰﾜｰﾄﾞ ： 3階建て学校、大規模木造、実大火災実験 

 

    Synopsis 

In the Building standard law of Japan, a special building, such as a 3-storey school building, 

was required to be fire-resistive from the viewpoint of safe egress of the occupants, as well as 

search and rescue by the fire brigades. The promotion of the use of wood in public buildings 

(enacted October 2010), requires the promotion of research to review building regulations which 

may have been limiting the use of wood in buildings, because of the need to reduce carbonation 

and to encourage sustainable forest management. With this background, a research project was 

undertaken from the fiscal year 2010 to 2013. Full-scale fire tests were conducted to assess 

whether a quasi-fire-resistive wooden building with supplemental fire safety measures if 

necessary, is able to reach the equivalent level of a fire-resistive building, to facilitate safe 

occupant egress, and fire brigade search and rescue. 

Based on these results, the Building standard law of Japan was revised and enforced on June 1, 

2015. 

In this research data, the outline of the research was reported, including full-scale fire test, 

furnace test, compartment fire tests, egress safety evaluated by egress time calculation and 

smoke propagation in actual building and by simulation, survey on the floor plan and the 

combustibles in the existing school building, representative planning and specification of the 

3-storey wooden school building and plan of full-scale fire test. 

 

      Key Words ： 3-Story School Building, Large-Scale Wooden Structure, 

Full-Scale Fire Test 
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１． 研究の目的・内容・構成 

 

公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成 22 年 10 月施行）においては、建

築物における建築材料としての木材の利用を促進する観点から、建築基準の規制について、必要

な研究の上で見直しを一層推進するよう規定されている。 

本研究では、木造３階建て学校（木３学）や延べ面積 3,000 ㎡を超える建築物に関して、実証

実験の実施等による木材の耐火性等に関する研究を実施して、火災時の安全性が確保される基準

の整備に資する知見を収集することを目的とする。 

なお、本報告書は、一連の研究成果のうちで、実大火災実験についての成果を取りまとめたも

のである。 

 

この目的に対して、本研究では、まず木造学校に関する実態を把握するための調査を実施して、

その結果に基づいて実験を計画・実施した。研究の内容および構成を以下に示す。 

調査に関する検討項目は次の通りである。 

【調査検討】 

・木造学校の建築計画・可燃物量等の実態調査 

・火災実験に係る木３学の代表的仕様および実験計画等の検討 

・シミュレーションによる煙伝播実験と避難計算による安全性の検証（以下、「避難安全検証」

という） 

 

実態調査の結果、以下のことが判明した。 

(1) 大規模木造建築の火災が市街地火災等に発展した例は多く1)、容易に崩壊炎上しないための工

法的対策が必要である。  

(2) 学校の諸室の可燃物量調査から火災継続時間を算定すると、図書室、一部の収納スペースを

除き、各室用途で一般的な火災荷重のもとでは火災継続時間が1時間に満たない。  

 また、基準上、次のことがいえる。 

(3) ３階建て学校は、建築基準法では１時間耐火構造で建設可能であり、火災安全性能の違いは

耐火・準耐火の概念上の差を手掛かりに検討できる。  

(4) １時間準耐火構造は、共同住宅等には既に導入されているため、部材の技術開発方針を検討

し易い。  

これらをもとに考えると、木３学に要求される防火性能に関して、次の検討課題があることが

指摘できる。  

(a) １時間準耐火構造の木造部材は既に建築基準法にあるとはいえ、多くは居住用途であり、学

校のような大スパン建築に適した法適合仕様が十分、整備されているとはいえない。  

(b) 学校では耐力壁が防火区画以外に存在するため、火災時に両面加熱される可能性があり、そ

の様な状態での非損傷性の把握が必要である。また、近隣からの延焼火災や火災が規定時間

以上続いた場合は複数区画が同時火災となり、床等の部材も両面加熱される可能性がある。  
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(c) 学校に適した木造の準耐火構造仕様が未整備であり、性能評価の直接の対象とならない接合

部等の処理には未解明な課題が多いと考えられる。  

(d) 教室は一般的な扉幅に比して在室者が多いため、木質内装とした場合に避難安全検証法を適

用すると、居室避難が成立しない可能性がある[注1]。 

これらの検討課題を踏まえて、本研究では、次に示す項目の実験および調査を計画した。各実

験の構成は図1.1に示すとおりである。 

【実験的検討】 

・実大火災実験 

・主要構造部等の部材の耐火加熱実験（以下、「部材実験」という。） 

・教室規模の室内装の燃焼実験（以下、「教室実験」という。）  

・屋外における教室規模の上階延焼実験（以下、「屋外区画実験」という。） 

   ・区画模型による噴出火炎実験 

・実大建物による煙伝播実験と避難計算による安全性の検証（以下、調査検討と合わせて「避

難安全検証」という） 

 ３回の実大火災実験では、実大規模で検証が必要な項目について、課題の把握・対策の効果の

確認を主として行った。また、部材レベル、室レベルで検証が必要な項目については、部材実験、

教室実験、屋外区画実験、噴出火炎実験を行い、様々な火災条件・仕様ごとの防耐火性能の把握

をし、実大火災実験の仕様の決定や、実大火災実験で明らかとなった火災条件による防耐火性能

の確認、1時間準耐火構造や耐火構造の仕様の告示化に向けた検討を行った。 

各調査および実験の目的および内容について、次項に示す。 

図 1.1 各実験の構成 

[注 1] 建築基準法では、学校には内装制限が適用されておらず、避難安全検証法を適用して避難

安全性能を有することを確認することは要求されていないが、避難安全性について検証を

行っておくことが重要である。一方、避難安全検証法では、許容避難時間を規定する要因

である火災拡大性状に関して、防火材料以外の材料は燃焼発熱性状に関する制約がないこ

実大火災実験
(予備実験)

噴出火炎
実験

実大火災実験
(準備実験)

屋外区画
実験

実大火災実験
(本実験)

避難安全
検証

部材レベル・室レベル等の実験

実大規模の実験

教室実験

部材実験

H22
年度

H23
年度

H24
年度

H25
年度
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とを前提に火災成長率が設定されており、木材に対しては過大である可能性がある。従っ

て、木質内装を適切に表現できる火災成長率を設定できた場合に、避難安全上、どのよう

な設計が可能になるか、ということを検討することが課題である。なお、教室・共用部分

間を開放したオープンスクール型平面では、階避難に支障が生じる可能性がある。 
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１．１ 実大火災実験 

 

 実大火災実験の目的は、部材レベルの実験では把握困難な現象の把握や、縮小模型による検討

や数値シミュレーションによる検討結果の確認のためのデータを収集すること等である。 

 たとえば、耐力壁が少ない学校では、火災加熱時の耐力部材の断面減少により、耐力壁が多い

住宅用途より部材の変形が大きくなる可能性があるし、主要構造部の接合部の火災時の信頼性等

の把握には部材レベルでは自ずと限界がある。それらが建物全体の防火性能に及ぼす影響の把握

と制御は、現在のところ、部材レベルの実験では困難で、実大火災実験による検討が有効である。  

 また、外壁の開口部を経由した上階延焼防止性能や防火壁の屋外側の延焼防止性能、建物内の

煙伝播性状等については、縮小模型による検討や数値シミュレーションによる検討が有効である

ものの、精度よく性状を把握するためには、実大火災実験による実現象のデータとの比較が重要

である。 

そこで、以下の内容について実大火災実験による検討を行った。 

・ 学校に適した１時間準耐火構造主要構造部の基本的な仕様を部材実験で把握し、教室規模実

験で木質内装の初期火災性状を把握した仕様の建物による実大火災実験を実施して、木３学

の防火上の課題を把握するための実大火災実験（以下、「予備実験」という。） 

・ 予備実験で把握された課題の対策の有効性を確認するための実大火災実験（以下、「準備実

験」という。） 

・ 基準化を想定して、その性能を確認するための実大火災実験（以下、「本実験」という。） 

  

写真 1.1-1 実大火災実験(予備実験) 写真 1.1-2 実大火災実験(準備実験) 

写真 1.1-4 職員室 (準備実験) 写真 1.1-3 実大火災実験(本実験) 
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１．２ 部材実験 

 

 部材実験の目的は、１．に示した検討課題のうち(a)～(c)について、部材レベルでの解決を図

ろうとするものであり、また、実大火災実験において確認された加熱状況を部材レベルで再現し

て性能を確認することである。 

 そこで、以下の内容について、部材実験による検討を行った。 

・実大火災実験に供した建物仕様の部材による耐火性能試験（準耐火構造・耐火構造・区画貫通

部・接合部） 

・実大火災実験に供した建物の仕様以外の仕様の性能把握のための耐火性能試験 

・実大火災実験において確認された現象に基づく耐火性能の確認実験 

・１時間耐火構造、１時間準耐火構造の仕様の告示化に向けた検討実験 

・接合部等、主要構造部の取り合い部の技術指針作成のための検討実験 

 

 

 

 

 

  部材実験写真 壁      

 

 

 

 

 

 

  

写真 1.2-1 部材実験(壁) 写真 1.2-2 部材実験(床) 

写真 1.2-3 部材実験(特定防火設備) 写真 1.2-4 部材実験(柱-梁接合部) 
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１．３ 教室実験 

 

教室実験の目的は、１．に示した検討課題のうち(d)について、木質内装の教室規模の室内にお

ける火災初期の火災成長率など、室単位で把握が必要な燃焼性状を実験的に検討することである。 

そこで、以下の内容について教室実験による検討を行った。 

・木質内装の燃焼拡大性状の把握のための実験（仕様の違い含む） 

・内装不燃化の効果（部分的な不燃化の効果含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．４ 屋外区画実験 

 

屋外区画実験の目的は、火災室開口から噴出する熱気流による早期の上階延焼危険及び火災シ

ナリオを想定した火災初期の燃焼拡大性状を把握し、対策の効果を確認することである。 

そこで、以下の内容について屋外区画実験による検討を行った。 

・早期の上階延焼危険に対する内装不燃化の効果 

 ・早期の上階延焼危険に対する庇の効果 

 ・火災シナリオを想定した火災初期の燃焼拡大性状の把握 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1.4-2 屋外区画実験の様子 写真 1.4-1 収納可燃物の設置状況 

写真 1.3-1 教室実験装置(木質内装) 写真 1.3-2 教室実験の様子 
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１．５ 噴出火炎実験 

 

噴出火炎実験の目的は、火災室の可燃物量及び可燃物表面積と火災室開口から噴出する熱気流

の関係を把握することである。 

そこで、以下の内容について噴出火炎実験による検討を行った。 

・教室及び職員室を想定した可燃物量及び可燃物表面積と噴出する熱気流の関係 

・開口因子と噴出する熱気流の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．６ 避難安全検証 

 

避難安全検証の目的は、標準的な木３学の避難安全性能を確かめることである。 

そこで、以下の内容について避難安全を検証した。 

・木３学の標準的モデルプランの作成 

・上記モデルプランについて避難安全検証法（建設省告示）による検証 

・実験建物における煙流動実験による避難安全の検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1.6-1 煙流動実験 

写真 1.5-1 収納可燃物の設置状況 写真 1.5-2 噴出火炎実験の様子 
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１．７ 木造学校の建築計画・可燃物量等の実態調査 

 

 木造学校の建築計画・可燃物量等の実態調査の目的は、木３学の火災安全を検討する上で必要

となる情報についての実態を調査し、実験条件等に反映することである。 

そこで、以下の内容について木造学校の建築計画・可燃物量等の実態調査による検討を行った。 

・火災性状の支配因子である可燃物量・室の用途等の調査 

・学校の建築計画に関する最近の動向 

・火災シナリオを想定するための学校建築の火災事例分析 

 

 

図 1.6-1 避難計算に用いたモデルプラン 
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１．８ 火災実験に係る木３学の代表的仕様および実験計画等の検討 

  

 火災実験に係る木３学の代表的仕様および実験計画等の検討の目的は、木３学の火災安全を検

討するために行う実大火災実験、部材実験、教室規模の実験等を実施する上で必要となる全体計

画について立案することである。 

そこで、以下の内容について火災実験に係る木３学の代表的仕様および実験計画等の検討を行

った。 

・実大の試験体建築物を使用する大規模火災実験のための全体計画 

・教室・共用スペースの組み合わせより成る教室ユニットを用いた火災実験の計画 

・部材レベルの耐火加熱実験の計画 
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２．検討方法 

 

 本研究は、図2.1-1に示すとおり会議・委員会及びワーキンググループ（以後、WGと呼ぶ）等

を設置して検討を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 それぞれの会議・委員会及び WG の設置目的は以下の通りである。 

・ 全体会議：本研究の実施にあたり、関係省庁・機関・団体との連絡・調整を円滑に図る 

・ 実行委員会：木３学の実大火災実験の実施にあたり、運営・実行方針を検討する 

・ 幹事会：全体会議及び各 WG の役割・全体方針について検討する 

 

・ 設計 WG：木３学の実大火災実験の実施にあたり、試験体の設計について検討する 

・ 安全管理 WG：木３学の実大火災実験の実施にあたり、実験敷地のある行政・消防との協議も含

め、安全管理について検討する 

・ 計測 WG：木３学の実大火災実験の実施にあたり、計測項目・方法について検討する 

・ 実験 WG：木３学の実大火災実験の実施にあたり、教室実験、屋外区画実験、噴出火炎実験、及

び部材実験について検討する 

・ 避難安全 WG：木造３階建て学校の実大火災実験の試験体を利用して、建物使用者の避難安全性

について検討する 

 

 なお、全体会議、WG、実行委員会等名簿は、｢５．全体会議・WG 等名簿｣に記する。 

全体会議

実行委員会

(実大火災実験)

幹事会

安全管理WG 計測WG 実験WG 避難安全WG設計WG

(H25年度)(H24~ 25年度)

(H24~ 25年度)

（　）内は設置年度。特記なきはH23~ 25年度

ワーキンググループ

図 2.1-1 委員会等の構成 

(H24～25 年度) 

 (H24～25 年度)   (H25 年度) 
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３．検討結果の概要 

 

３．１ 実大火災実験 

 

本研究では、耐火構造によらない木３学の防火基準を検討するための知見を収集する一環とし

て計３回の実大火災実験を行った(表 3.1.1-1)。 

 

３．１．１ 実大火災実験（予備実験・準備実験・本実験）の位置づけ 

 

本研究では、木３学の主要構造部について、１時間準耐火性能を目安に検討した。しかし、建

物全体の火災安全性能は、法令に具体的な規定のない接合部にも依存するうえ、部材を構造物と

して構成した場合の部材の相互作用、開口噴出火炎による上階延焼の可能性、救助を含む消防活

動上の課題等があること、実験室レベルの実験で具体的な対策は検討されているが、木造に関す

る従来の実大実験の殆どは住宅用途であるため、木３学のような空間特性をもつ建物の火災性状

に関する知見は必ずしも十分ではないことから、要求性能を満たす部材を組み合わせた建物全体

の火災安全性能を実大規模の建物を用いて改めて確認する必要がある。 

そこで、予備実験(平成 23 年度実験)では、主要構造部を１時間準耐火建築物の基準により設計

し、防火区画が必要な部分の壁を準耐火構造、開口部を特定防火設備(鉄扉)とした以外、特に防火

的配慮のない試験体建物としたところ、大規模な開口噴出火炎の発生、区画部材・特定防火設備

の脱落等を契機として急速な燃焼拡大が生じた。 

このため、準備実験（平成 24 年度実験)では、予備実験で明らかになった個々の課題を建築部

材レベルで解決するために、内装不燃化による初期火災拡大の遅延及び噴出火炎性状の緩和、バ

ルコニー・庇による噴出火炎の上階への影響の緩和、非金属製特定防火設備による火災加熱時の

変形緩和等の対策を講じたところ、出火室の火災拡大の十分な遅延、開口噴出火炎による上階延

焼の防止、特定防火設備の機能維持等を実現できた。しかし、学校としての基準の可能性を展望

すると、予備実験の試験体建物仕様を必要不可欠な条件とすることには制約が多く、準備実験で

は、点火室においてフラッシュオーバー以前に局所的な部材試験の加熱温度に比べて低い温度に

よる加熱が長時間続いたため、部材試験で評価された準耐火性能が建築物レベルで十分かどうか

を判断する上での解釈に曖昧さを残した。また、出火室天井を通じて延焼した２階から、さらに

３階へ延焼した段階で安全管理上の理由から消火したため、火災室等で長時間、盛期火災が続い

た後の建物全体の自立性等、実大実験でなければ把握困難な建造物としての火災安全性能の検証

には至らなかった。 

本実験(平成 25 年度実験）では、教室規模の実験により、上階延焼可能性から見た内装防火設

計と庇の効果のトレードオフ、鉄扉を木造壁に設置した場合の変形抑止方策等を検討し、火災拡

大を抑制しながら意匠上、従来型の学校建築の計画内容と大きくは違わない仕様となるように試

験体建物を設計した。また、準備実験以降、３階から飛び火飛散の可能性が生じた段階で実験を

終了する安全管理計画としていたが、この条件のもとで、建物内で１時間以上、盛期火災が続い

た場合の構造的影響を把握する目的で、３階の内装・収納可燃物は、下階からの噴出火炎による

延焼の有無を判断するために窓付近を下階と同様にした以外は内装を不燃化し、家具類は同じ質
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量の土嚢で代替のうえ、３階内部に延焼した場合は散水設備で燃焼制御できるようにした。 

即ち、本実験(平成 25 年度実験)では、１階居室で出火させ、２階に延焼して１、２階で盛期火

災になった後、３階への延焼の有無・時間は観測対象とするが、３階では燃焼拡大を制御して３

階の荷重を維持することにより、火災階の耐力部材には不利側の条件のもとで１、２階の自立の

状況を把握することにした。実験終了(消火開始)は、安全管理上の支障が生じない限り、２階教室

の盛期火災が１時間経過した段階を予定し、実験後の部材調査の際、火災加熱１時間後の耐力部

材残存断面を把握できるように計画した。 

 

３．１．２ 実大火災実験（予備実験・準備実験・本実験）の建物設計と実験条件 

 

 実大火災実験における実験建物の仕様、平面図、写真を、それぞれ表 3.1.2-1～2、図 3.1.2-1〜

3、表 3.1.2-3 に示す。 

 

（１） 部位の要求耐火時間 
 学校建築における盛期火災の継続時間は、収納可燃物量や開口条件を考慮すると、普通教室等

の主たる部屋では１時間以内に収まること、倒壊に大きく影響する主要構造部（外壁・間仕切壁・

柱・梁・床・軒裏）を１時間準耐火構造とすれば、ほぼ収納可燃物が燃え尽きるまで建物は自立

できることから、避難安全性、消防戦術、周辺市街地への影響が現行法令の１時間耐火構造の建

物と１時間までは根本的に変わらないようにした（表 3.1.2-1）。 

 

（２） 建物外周部の延焼・類焼防止 
 延焼・類焼防止性能について、耐火構造とした場合の耐火時間にならって、主要構造部の準耐

火構造の時間を設定し、周辺から建物内部への類焼、建物本体から外部への延焼危険について、

１時間までは耐火構造の建物と同じになるような外壁と軒裏の仕様とした（表 3.1.2-1～2）。 

 一方、外壁開口部からの噴出火炎による上階への延焼抑制措置として、予備実験では開口部上

部に 90cm を超える不燃材料仕上げのスパンドレル（約２m）、準備実験では、外壁面からの出寸

法 1.5m のバルコニーと庇を各階に設けた。また、本実験では予備実験同様、バルコニー・庇は

設けなかったが、天井を準不燃材料として、内装の可燃物表面積を予備実験よりも減らして、噴

出火炎による上階への延焼抑制効果を確認した。 

 

（３） 内装の燃焼拡大防止性能 

 予備実験では、現行法令において学校には内装制限の適用がないことを考慮し、壁・天井・床

は、すべて木材仕上げ（出火室含む）を基本として、燃焼拡大性状を把握することとした。 

 その結果、出火室は早期にフラッシュオーバーが発生し、外壁開口部からの噴出火炎により上

階延焼したため、準備実験では、柱・はりについては、燃えしろ設計してあらわしとするが、壁・

天井は不燃材料（床は木材）として、内装の可燃物表面積の大幅な低減と火災の初期延焼拡大抑

制を行った。 

 準備実験では出火室がフラッシュオーバーするまでに、１時間以上を要したため、本実験では、

予備実験、準備実験の結果を考慮して、壁・床は木材、天井を準不燃材料とした。 
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（４） 実験建物の設計 
上記の（１）〜（３）の考え方のもと、木３学の実大火災実験用の実験建物を設計した。 

予備実験では、同一階の水平方向の燃焼拡大性状、上階への燃焼拡大性状を把握するために、

幅約 50m×奥行 16m×高さ約 15m の総３階建て（建築面積：約 830m2、延べ面積：約 2,260m2）

の建物とした。建物は｢枠組壁工法建物｣、｢軸組工法建物｣、｢防火壁（木造）｣、｢延焼評価用建物

（木造）｣で構成し、それぞれ自立するように構造的に分棟として設計した。 

準備実験・本実験では、予備実験で課題となった、上階への燃焼拡大性状、防火区画を超えた

燃焼拡大性状を把握するために、予備実験の約 2/5 にあたる、幅約 24.5m×奥行 12m×高さ約 15m

の総３階建て（建築面積：約 310m2、延べ面積：約 830m2）の建物とした。 

それぞれの実験建物の仕様と防耐火性能を表 3.1.2-1〜2 に示す。 

 

（５） 実験条件 

実験条件は、以下の通りとした。 

・ 火源は予備実験、準備実験では、木材クリブ（スギ）とし、本実験では、メタノール(50cm 角

の鋼製パンを使用)4L とした。 

・ 収納可燃物は、木材クリブ（スギ）を、学校の可燃物調査に基づき算出した可燃物量に応じ

て各部屋に配置した。また、職員室には教職員用のパソコン、机、椅子を、教室（準備実験・

本実験）には、生徒用の木製机、椅子を実態にあわせて設置した。 

・ 各室の開口条件は、実験ごとに図 3.1.2-1〜3 に示すようにした。 

・ 屋内散水装置は、予備実験では設けず、準備実験及び本実験では、３階へ延焼後、３階の燃

焼を抑制して、実験の安全管理上、飛び火の発生や周辺への放射熱の影響を低減して実験を

継続できるように、３階の教室及び階段室上部に設置した。なお、散水は、３階の室内温度

（床付近及び天井付近）を確認しながら手動で操作した。 

 

（６） 測定項目 

 測定項目は、以下の通りとした。 

・ 温度：延焼経路や部材の燃え抜け性状などを把握する目的で建物内外に熱電対(K 型)を 518〜

643 点設置した。 

・ 熱流束：火災による建物周辺への放射熱や、建物内部の放射熱を測定するために、熱流計(冷

却式)を 41〜63 点設置した。 

・ 風向・風速等：建物近傍及び敷地上空の風向・風速を測定した。 

・ 煙感知器・スプリンクラー作動状況：出火室及び２、３階の主要な室に感知器を設置して作

動時間を測定した。 

・ 火の粉の飛散：建物外への火の粉の飛散状況を把握した。 

・ ビデオ映像：実験時の現象を確認するために、建物外周部（東西南北）、建物内部の映像を記

録した。また、建物外周部（東西南北）の熱映像を記録した。 

・ 写真・目視観察：実験時の現象を確認するために、建物外周部（東西南北）から、写真撮影

及び目視観察を行った。  
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窯業系サイディング16厚

構造用合板28厚
スギ板15厚(仕上げ)

グラスウール14K105厚

窯業系サイディング16厚

構造用合板12厚
強化石膏ボード15厚(仕上げ)

グラスウール14K105厚

予備実験

1階 2-3階

外

壁

間
仕
切
壁

石膏ボード12.5厚(仕上げ)
石膏ボード12.5厚

構造用合板28厚
スギ板18厚(仕上げ)

構造用合板12厚
強化石膏ボード15厚(仕上げ)

強化石膏ボード15厚(仕上げ)
構造用合板12厚

床

スギ板15厚(床仕上げ)
強化石膏ボード21厚
強化石膏ボード21厚
構造用合板28厚

スギ板30厚(床仕上げ)
根太18×45
強化石膏ボード21厚
構造用合板28厚(天井仕上げ)

1時間
準耐火

1時間
準耐火

1時間
準耐火 ※床下への燃え抜け防止

のため1時間耐火構造

柱
燃えしろ設計(燃えしろ45)

構造用集成材（カラマツ）
E105-F300
650×220,750×2201時間

準耐火

は
り

1時間
準耐火

燃えしろ設計(燃えしろ45)

構造用集成材（カラマツ）
E105-F300
220×650，220×400(大梁)

構造用集成材（スギ）
E65-F255
220×350（小梁）
150×250（垂木）

階段

30分
準耐火

屋
根
・
軒
裏

30分準
耐火

(屋根)

1時間
準耐火
(軒裏)

ささら桁・段板：スギ60厚

強化石膏ボード15厚
強化石膏ボード21厚(仕上げ)

強化石膏ボード21厚(仕上げ)
強化石膏ボード15厚

防
火
壁

1時間
耐火 鋼製防火戸(特定防火設備)

屋外部は窯業系サイデ
ィング16厚を増し張り

壁
部

開
口
部 ※竪穴区画の開口部も同仕様

層間
区画 層間スパンドレル   約2m

外
観

構造用合板9厚
強化石膏ボード12.5厚
スギ板15厚(仕上げ)

ロックウール90厚

窯業系サイディング16厚

石膏ボード12.5厚
石膏ボード12.5厚(仕上げ)

窯業系サイディング16厚

枠組壁工法

1階 2-3階

ロックウール90厚

構造用合板9厚
強化石膏ボード12.5厚
スギ板15厚(仕上げ)

スギ板15厚(仕上げ)
強化石膏ボード12.5厚
構造用合板9厚

石膏ボード12.5厚
石膏ボード12.5厚(仕上げ)

石膏ボード12.5厚(仕上げ)
石膏ボード12.5厚

スギ板15厚(床仕上げ)
強化石膏ボード21厚
強化石膏ボード21厚
構造用合板24厚

※床下への燃え抜け防止
のため1時間耐火構造

トラス

石膏ボード12.5厚(床仕上げ)
構造用合板24厚

強化石膏ボード12.5厚
スギ板15厚(天井仕上げ)

                           or
石膏ボード12.5厚
石膏ボード12.5厚(天井仕上げ)   

ガルバリウム鋼板(仕上げ)
構造用合板12厚

ロックウール50厚

繊維強化セメント板6厚
繊維強化セメント板6厚
スギ板15厚(軒裏仕上げ)

ガルバリウム鋼板(仕上げ)
構造用合板12厚

構造用合板28厚
(天井仕上げ)

面戸板90厚
(垂木)

(はり)

グラスウール14K1
05厚

軸組工法

表 3.1.2-1 各実験の目的・条件等の一覧（予備実験） 

14



  

構造用集成材（カラマツ）
E105-F300
220×650，220×400(大梁)

構造用集成材（スギ）
E65-F255
220×350（小梁）
220×250（垂木）

窯業系サイディング16厚

石膏ボード12.5厚
石膏ボード12.5厚(仕上げ)

準備実験

1~ 3階

外

壁

間
仕
切
壁

石膏ボード12.5厚
石膏ボード12.5厚(仕上げ)

石膏ボード12.5厚(仕上げ)
石膏ボード12.5厚

床

1時間
準耐火

1時間
準耐火

1時間
準耐火

合板12厚（仕上げ）
構造用合板28厚

1階床はデッキプレート
の上に合板12厚（仕上げ）

柱

1時間
準耐火

は
り

1時間
準耐火

強化石膏ボード12.5厚
強化石膏ボード12.5厚

　　　　　 　(仕上げ)

燃えしろ設計(燃えしろ45)

構造用集成材（カラマツ）
E105-F300
650×220,700×220

燃えしろ設計(燃えしろ45)

構造用集成材（カラマツ）
E105-F300
220×650，220×400(大梁)

構造用集成材（スギ）
E65-F255
220×350（小梁）
220×250（垂木）

階段

30分
準耐火

屋
根
・
軒
裏

30分準
耐火

(屋根)

1時間
準耐火
(軒裏)

ガルバリウム鋼板(仕上げ)
ケイ酸カルシウム板6厚(安全管理上)
構造用合板12厚

繊維混入ケイカル板8厚
繊維混入ケイカル板8厚

                           (軒裏仕上げ)

ささら桁：スギ60厚
段板：スギ35厚

　　 　強化石膏ボード12.5厚

強化せっこう
ボード12.5厚
（仕上げ）

防
火
壁

1時間
耐火 木製防火戸(特定防火設備)

屋外部は窯業系サイデ
ィング16厚を増し張り

強化石膏ボード15厚
強化石膏ボード21厚(仕上げ)

強化石膏ボード21厚(仕上げ)
強化石膏ボード15厚

※バルコニー軒天
　 及び庇軒天も同仕様

壁
部

開
口
部 ※竪穴区画の開口部も同仕様

層間
区画 バルコニー・庇　出寸法1.5m 層間スパンドレル約2m

強化石膏ボード15厚
強化石膏ボード21厚

木材12厚(仕上げ)
強化石膏ボード21厚
強化石膏ボード15厚

鋼製防火戸(特定防火設備)

※竪穴区画の開口部も同仕様

窯業系サイディング16厚

石膏ボード12.5厚
石膏ボード12.5厚
木材12厚(仕上げ)

本実験

1~ 3階

石膏ボード12.5厚
石膏ボード12.5厚
木材12厚(仕上げ)

木材12厚(仕上げ)
石膏ボード12.5厚
石膏ボード12.5厚

小梁・垂木は、
天井被覆材の
内部に隠れる

合板12厚（仕上げ）
構造用合板28厚

強化石膏ボード12.5厚
強化石膏ボード12.5厚
せっこうボード9.5厚
(準不燃材料仕上げ)

燃えしろ設計(燃えしろ45)

構造用集成材（カラマツ）
E105-F300
650×220,700×220

燃えしろ設計(燃えしろ45)

ガルバリウム鋼板(仕上げ)
ケイ酸カルシウム板6厚(安全管理上)
構造用合板12厚

繊維混入ケイカル板8厚
繊維混入ケイカル板8厚

                           (軒裏仕上げ)

強化せっこう
ボード12.5厚
（仕上げ）

※バルコニー軒天
　 及び庇軒天も同仕様

ささら桁：スギ60厚
段板：スギ35厚

　　 　強化石膏ボード12.5厚

屋外部は窯業系サイデ
ィング16厚を増し張り

外
観

バルコニー(D=1.5m)

▼防火壁 ▼防火壁

バルコニーなし

階段室
(竪穴区画)

階段室
(竪穴区画)

表 3.1.2-2 各実験の目的・条件等の一覧（準備実験・本実験） 
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32

不-可-可

UPUPDN

吹き抜け

更衣室

便所

普通教室 普通教室

16200 9220 24724

21X X X3 X X4 5 XX6 7 8

10

9 11X

X

X X

軸組構法（一方向ラーメン構造）２×４工法

40
00

40
0
0

4
0
00

4
0
00

1
60

0
0

3

Y

Y

Y

Y

Y

1

2

4

5

３階平面図

２階平面図

階段室

１階平面図

12X X12'

廊　下 集会ホール

DN

4
00

0
4
00

0
40

0
0

4
00

0
16

0
00

3

Y

Y

Y

Y

Y

1

2

4

5

オープンスペース

普通教室 普通教室

オープンスペース

普通教室
階段室

廊　下

8000 200 8000 220 4000 5000 8000 8000
362 362

8000

21X X X3 X X4 5 XX6 7 8

10

9 11X

X

X X 12X X 12'

家庭科/音楽
準備室

家庭科室

音楽室

図工室理科室

図工
準備室

理科
準備室 オープンスペース

560

不-不-不

480

不-不-不 32

不-可-可

720

不-不-不

720

不-不-不

32

不-不-不

400

不-可-可

400

不-可-可

200

不-可-可

160

不-可-可

▼防火壁

▼防火壁

560

不-不-不

400

不-不-不

900

不-不-不

32

不-可-可

32

不-可-可

更衣室

便所 400

不-可-可

400

不-可-可

200

不-可-可

200

不-可-可

400

不-可-可

32

不-不-不

カーテン開

※900

※900

※900

※900

※900

※900※900

※900

※900 ※900

400

可-可-可
凡例

＝収納可燃物の発熱量密度（MJ/m　 )

＝左から壁-天井-床の仕上げ(可:木材、不:不燃材料）

2

・内部建具※印は開(数字はＷ寸法）

　 その他は閉鎖

・外部扉は全て閉鎖

UP

40
0
0

40
0
0

40
00
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図 3.1.2-1 平面図および開口・収納可燃物等条件（予備実験） 
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図 3.1.2-2 平面図および開口・収納可燃物等条件（準備実験） 

17



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Y4

Y3

Y2

Y1

２階平面図

Y4

Y2

Y1

Y3

３階平面図

Y4

Y3

Y2

Y1

X1 X2 X3 X4 X5

１階平面図

40
00

4
00

0
40

00
40
0
0

40
0
0

40
00

40
00

4
00

0

8000 8000 1322

40
00

4000

2000

1
20

00
12

00
0

1
20

00

X6

24222

2900

DN

DN UP

職員室

防火戸

防火戸

オープンスペース

教室 教室

防火戸及び
開口部から
１ｍの範囲
を床・天井
仕上げ

開口部から
１ｍの範囲
を床・天井
仕上げ

防火戸及び
開口部から
１ｍの範囲
を床・天井
仕上げ

開口部から
１ｍの範囲
を床・天井
仕上げ

防火戸

階段前
ホール

オープンスペース

教室

防火戸及び
開口部から
１ｍの範囲
を床・天井
仕上げ

開口部から
１ｍの範囲
を床・天井
仕上げ

防火戸

廊下

教室

教室

昇降口

防火戸

階段前
ホール

32

可-不-可

400

可-不-可

400

可-不-可

200

可-不-可

32

可-不-可

0

可-不-可

窓際のみ“可-不-可”
他は“不-不-不”

窓際のみ“可-不-可”
他は“不-不-不”

窓際のみ“可-不-可”
他は“不-不-不”

窓際のみ“可-不-可”
他は“不-不-不”

400

可-不-可

400

可-不-可

200

可-不-可

32

可-不-可

32

可-不-可

0

可-不-可

700

可-不-可

32

可-不-可

32

可-不-可

0

可-不-可◎出火点

400

可-不-可
凡例

＝収納可燃物の発熱量密度（MJ/m　 )
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図 3.1.2-3 平面図および開口・収納可燃物等条件（本実験） 
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表 3.1.2-3 実験建物の試験体外観及び内観 
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３．１．３ 実験結果の概要 

 

 各実験の経過の概要と延焼経路を表3.1.3-1〜7と図3.1.3-1〜3に示す。 

 予備実験（平成23年度）では、出火室の外壁開口部を通じて、着火後約３分30秒に２階へ、６

分30秒に３階へ延焼し、その後、すべての階が同時に水平方向へ延焼拡大し,点火後約30分で建物

全体の火災になった。また、防火壁、階段室防火区画も、点火後18分、28分に突破された。実験

の結果、火災安全上の主たる課題として以下の点があげられた。 

① 点火後約 3.5 分に火災室からの開口噴出火炎による外壁開口部を通じた早い上階延焼が

起こった 

② 壁・床等の準耐火構造部材、特定防火設備等が所定の延焼防止性能を発揮できなかった 

③ １時間耐火構造の防火壁が最終的に倒壊した 

④ 最上階の天井突破後に小屋裏内部を燃え拡がり屋根の燃え抜けにより大量の飛び火が発

生した 

 一方で、１時間の燃えしろ設計をした柱・はりは４面あるいは３面加熱されても１時間以上の

加熱に耐えた。 

  

 続く準備実験(平成 24 年度)では、予備実験での課題①に対して、内装（壁・天井）の不燃化及

び庇・バルコニー（外壁面からの出寸法 1.5ｍ）を設置し、噴出火炎自体の抑制と、噴出火炎によ

る上階への延焼の抑制を狙った。また、上記②、③に対して、事前に部材実験で所定の延焼防止

性能を達成しうる部材仕様や納まりを検討するとともに、防火壁の自立性を構造計算により強化

した。その結果、出火室内の内装の不燃化（壁・天井）の効果で火災が局所に留まり、燃え拡が

らなかったため、点火後 50 分に松明を投入して別の可燃物に再点火を行った。再点火後約 40 分

で火災室全体の火災に進展し、開口部より火炎が噴出した。その後もバルコニー・庇の効果で、

開口部からの噴出火炎による上階への延焼は起こらず、再点火後約 80 分に２階床を経由して２階

室内へ延焼した。２階へ延焼した後、約 10 分で３階へ延焼し、安全管理上の理由（火の粉飛散防

止ネットの落下）で消火を開始したが、実験終了（点火後 142 分）まで、防火壁、階段室防火区

画が突破されることはなく、防火壁の自立も保たれた。この実験で、予備実験で明らかとなった

課題のうち、①〜③に一定の解決策が提示できた。ただし、木３学の防火基準として、内装の不

燃化、庇・バルコニーの設置が必須では、設計自由度が低いと考えられる。 

 

 そこで本実験（平成 25 年度）では、内装の木質化の範囲と庇・バルコニーの設置の有無を火災

安全上の要求と比較しながら、基準化を想定した仕様で実験をすることとした。内装のうち、壁・

床を木質化し、天井を準不燃材料とし、庇・バルコニーは設けなかった。実験の結果、天井不燃

化（準不燃材料）の効果で火災は局所に留まり、点火後早々に鎮火したため、点火後 20 分に同じ

位置に再点火し、再点火後約 47 分で火災室全体の火災に進展し、開口部より火炎が噴出した。そ

の後、約 15 分後に２階へ、そのさらに５分後に３階へ延焼した。３階へ延焼後は、安全管理上の

目的で３階に設けた室内散水装置を手動操作して、３階の延焼を抑制しながら、１階火災室でフ

ラッシュオーバーから約 88 分、２階フラッシュオーバーから１時間以上、建物の自立性を確認し

た後消火した。 
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 これら３回の実大火災実験より、内装の燃焼拡大の抑制、防火壁・防火区画による延焼防止、

主要構造部を１時間準耐火構造とした建物、防火壁の自立性など、実大規模建物を用いた実験で

しか確認できない検討項目について、火災安全上の知見を得た。 
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表 3.1.3-2 実験経過の概要（予備実験） 
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表 3.1.3-3 実験経過の概要（準備実験） 
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  表 3.1.3-4 実験経過の概要（本実験） 
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       ※室内の温度が 450℃に到達した時間をもとに作成 

図 3.1.3-1 延焼経路（予備実験） 
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0
0

不
可

可
0
7
:5

0
2
4

準
備

室
7
2
0

可
可

可
1
2
:5

8

1
3

ｵ
ｰ

ﾌ
ﾟﾝ

ｽ
ﾍ
ﾟｰ

ｽ
（
東

）
2
0
0

不
可

可
0
8
:3

4
2
5

便
所

3
2

不
可

可
1
3
:5

4

1
9

廊
下

（
階

段
室

前
）

3
2

不
不

不
1
1
:2

2
2
7

パ
ソ

コ
ン

教
室

4
0
0

可
可

可
1
5
:3

2

2
2

廊
下

（
西

）
3
2

不
不

不
1
2
:5

2
3
0

昇
降

口
2
2
0

可
可

可
1
7
:5

8

2
8

便
所

3
2

不
可

可
1
5
:5

6
3
2

図
書

コ
ー

ナ
ー

9
6
0

可
可

可
2
1
:3

4

2
9

(図
工

)準
備

室
7
2
0

不
不

不
1
7
:4

0
3
9

事
務

室
5
6
0

可
可

可
2
6
:4

6

3
1

図
工

室
(美

術
室

)
4
8
0

不
不

不
1
9
:5

2
4
5

階
段

室
3
2

可
可

可
3
1
:2

6

【
註

】
点

火
か

ら
延

焼
ま

で
の

時
間

は
温

度
が

4
5
0
℃

に
到

達
し

た
時

間
を

も
と

に
し

、
[ 

]内
に

目
視

お
よ

び
ビ

デ
オ

等
の

観
察

に
よ

り
延

焼
が

確
認

で
き

た
時

間
を

記
載

。

*
：
点

火
後

1
7
分

2
6
秒

で
下

階
か

ら
の

噴
出

火
炎

に
よ

り
温

度
は

4
5
0
℃

を
超

え
る

が
延

焼
は

確
認

で
き

ず
。

内
装

　
不

：
不

燃
材

料
、

可
：
木

材

室
名

発
熱

量

密
度

内
装

点
火

か
ら

延
焼

ま
で

の
時

間

(分
:秒

)
壁

天
井

床

3
階

2
階

2
階

階
数

延
焼

順
序

階
数

延
焼

順
序

室
名

発
熱

量

密
度

内
装

点
火

か
ら

延
焼

ま
で

の
時

間

(分
:秒

)
壁

天
井

床

1
階

表
3.

1.
3-

5 
延
焼

時
間

と
内
装

・
可
燃

物
条

件
（

予
備

実
験

）
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       ※室内の温度が 450℃に到達した時間をもとに作成 

図 3.1.3-2 延焼経路（準備実験） 
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（MJ/m2）

- 階段室踊り場(3階) 32 不 不 可 -

- 階段室 32 不 不 可 -

- 階段前ホール 32 不 不 可 -

⑱ 普通教室(南西) 400 不 不 可 138

⑲ 普通教室(北西) 400 不 不 可 138

⑳ 普通教室(北東) 400 不 不 可 140

⑰ 普通教室(南東) 400 不 不 可 138

- オープンスペース(西) 200 不 不 可 -

- オープンスペース(東) 200 不 不 可 -

- オープンスペース（防火壁前) 200 不 不 可 -

- 教室 0 不 不 可 -

- 階段室踊り場(2階) 32 不 不 可 -

- 階段室 32 不 不 可 -

⑮ 階段前ホール 32 不 不 可 136

⑨ 普通教室(南西) 400 不 不 可 130

⑩ 普通教室(北西) 400 不 不 可 131

⑭ 普通教室(北東) 400 不 不 可 135

⑯ 普通教室(南東) 400 不 不 可 136

⑪ オープンスペース(西) 200 不 不 可 132

⑫ オープンスペース(東) 200 不 不 可 134

⑬ オープンスペース（防火壁前) 200 不 不 可 134

- 教室 0 不 不 可 -

- 階段室 32 不 不 可 -

⑧ 廊下(階段室前) 32 不 不 可 112

① 職員室(南西) 700 不 不 可 76

② 職員室(北西) 700 不 不 可 86

③ 職員室(北東) 700 不 不 可 91

④ 職員室(南東) 700 不 不 可 93

⑤ 廊下(西) 32 不 不 可 96

⑥ 廊下(東) 32 不 不 可 98

⑦ 廊下（防火壁前) 32 不 不 可 107

- 昇降口 0 不 不 可 -

【註】 点火から延焼までの時間は温度が450℃に到達した時間を記載。

発熱量密度は、単位床面積あたりの可燃物の量(発熱量)を示す。

内装　不：不燃材料、可：木材

2階

階数
延焼

順序
室名

発熱量

密度

内装
延焼時間

(分)壁 天井 床

3階

1階

表 3.1.3-6 延焼時間と内装・可燃物条件（準備実験） 
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         ※室内の温度が 450℃に到達した時間をもとに作成 

図 3.1.3-3 延焼経路（本実験） 
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（MJ/m2）

- 階段室踊り場(3階) 32 可 不 可 -

- 階段室 32 可 不 可 -

20 階段前ホール 32 可 不 可 93

21 普通教室(南西) 400 可 不 可 135

21 普通教室(北西) 400 可 不 可 135

24 普通教室(北東) 400 可 不 可 136

23 普通教室(南東) 400 可 不 可 136

16 オープンスペース(西) 200 可 不 可 87

17 オープンスペース(東) 200 可 不 可 87

19 オープンスペース（防火壁前) 200 可 不 可 92

- 教室 0 不 不 不 -

- 階段室踊り場(2階) 32 可 不 可 -

- 階段室 32 可 不 可 -

18 階段前ホール 32 可 不 可 88

15 普通教室(南西) 400 可 不 可 86

14 普通教室(北西) 400 可 不 可 86

8 普通教室(北東) 400 可 不 可 83

7 普通教室(南東) 400 可 不 可 82

11 オープンスペース(西) 200 可 不 可 84

12 オープンスペース(東) 200 可 不 可 84

13 オープンスペース（防火壁前) 200 可 不 可 85

- 教室 0 不 不 不 -

- 階段室 32 可 不 可 -

10 廊下(階段室前) 32 可 不 可 83

2 職員室(南西) 700 可 不 可 66

1 職員室(北西) 700 可 不 可 66

3 職員室(北東) 700 可 不 可 67

4 職員室(南東) 700 可 不 可 74

6 廊下(西) 32 可 不 可 81

5 廊下(東) 32 可 不 可 80

9 廊下（防火壁前) 32 可 不 可 83

- 昇降口 0 不 不 不 -

【註】 点火から延焼までの時間は温度が450℃に到達した時間を記載。

発熱量密度は、単位床面積あたりの可燃物の量(発熱量)を示す。

内装　不：準不燃材料、可：木材

床

1階昇降口、2階教室、3階教室の開口部周辺の内装（壁と床）を一

部木材として延焼を評価。

3階

1階

2階

階数
延焼

順序
室名

発熱量

密度

内装
延焼時間

(分)壁 天井

表 3.1.3-7 延焼時間と内装・可燃物条件（本実験） 
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３．２ 部材実験  

 

木３学に関して、部材レベルで以下の課題があることを念頭に、表3.2-1〜5に示す部位の部材

実験を行った。 

 

(a) １時間準耐火構造の木造部材は既にあるとはいえ、多くは居住用途であり、学校のような大

スパン建築に適した仕様が十分整備されているとはいえない。  

(b) 学校では防火区画を形成する壁以外の部分に耐力壁が存在するため、火災時に両面加熱され

る可能性があり、その際の非損傷性の把握が必要である。また、近隣からの延焼火災や火災

が規定時間以上続いた場合は複数区画が同時火災となり、床等の部材も両面加熱される可能

性がある。  

(c) 学校に適した準耐火構造仕様が未整備なため、接合部等の処理には未解明な課題が多いと考え

られる。  

(d) 防火壁に必要と考えられる１時間耐火構造の木造による仕様が系統的に検討されておらず、

告示に例示された仕様がない（平成26年3月時点）。 

 

 平成22年度は、木３学の各部位について、準耐火構造の例示仕様として告示に示されておらず、

近年の研究開発で防耐火性能があまり明確にされていない「木材の厚板等で構成された仕様」ま

たは「木材が仕上げとなる仕様」のうち、代表的な仕様について防耐火性能を把握するために実

験を行った。 

 平成23年度は、主として、木材を仕上げとした１時間準耐火構造の実験を行い、その結果から

いくつかの仕様を実大火災実験（予備実験）に採用した。また、鉛直支持部材（特に柱）内部の

温度変化に着目して、部材の燃焼による炭化深さ、内部温度上昇が非損傷性に与える影響を詳細

に把握するための実験を行った。 

 平成24年度は、平成23年度の実大火災実験（予備実験）で観測された現象を耐火炉で再現し、

両面加熱を受ける床や壁の防耐火性能や、通常の火災（性能評価試験にも採用されているISO834

標準加熱曲線に準じた加熱）よりも急激な加熱を受ける床や壁の防耐火性能について検討を行っ

た。また、同じく実大火災実験（予備実験）で課題となった防火壁や防火区画に設ける特定防火

設備の仕様や躯体との納まりについて、防火上支障のない仕様を開発するために、片開き・両開

きの防火戸（木製・鋼製）について加熱実験を行った。 

 平成25年度は、平成24年度の実大火災実験（準備実験）で観測された現象を耐火炉で再現し、

フラッシュオーバー以前に長時間高温の予熱を受ける床（天井面）や壁の防耐火性能について検

討を行った。また、防火壁に用いる1時間耐火構造の外壁・間仕切壁の仕様の検討を行うとともに、

柱と大梁、大梁と小梁等の接合部の防火的な処理を明確にするために、加熱中及び加熱後の炭化

性状や部材内部温度を詳細に測定した。 

 

 以上の主旨で行った全実験の主な結果を表 3.2-1〜5 に、試験体図の一例を図 3.2-1〜2 示す。な

お、平成 23～25 年度の実験に関しては、それぞれの実験の主旨である、以下の①～③（平成 25

年度は①～⑤）を表右欄に示した。 

31



①木造３階建て学校火災実験で使用する部材の正確な準耐火性能の把握 

②加熱条件又は水平力の違いが部材の準耐火性能に与える影響の把握 

③木造による１時間耐火構造の告示化に向けた耐火性能の把握 

④木造による１時間準耐火構造の告示化に向けた準耐火性能の把握 

⑤技術指針作成のための性能の把握 
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図 3.2-1 防火壁の試験体の一例(試験体 FW-17) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-2 床の試験体の一例(試験体 F-21 及び F-22) 
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表 3.2-1  平成 22 年度実施の部材実験一覧 
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燃えしろ45除いた
柱の短期許容荷重

55kN/本

燃えしろ45除いた
柱の短期許容荷重

55kN/本

燃えしろ45除いた
柱の短期許容荷重

282kN/本

間仕切壁

外壁

上張：スギ板15厚
下張：強化せっこうボード12.5厚

試験体No.部　位

105角

上張：スギ板15厚
下張：構造用合板28厚
グラスウール10K100厚充填
目地部：木下地有り

105角

上張：強化せっこうボード12.5厚
下張：構造用合板28厚
目地部：木下地有り

105角
上張：スギ板18厚
下張：構造用合板28厚
目地部：木下地有り

(1/100rad変形後)

仕　様（mm） 荷　重
結果

非損傷性 遮熱性 遮炎性

防耐火時間
/加熱時間

W11

W11-S

W12

W12-S

W13

W13-S

W14

W14-S
【枠組壁工法】

上張：強化せっこうボード15厚
下張：構造用合板12厚
目地部：木下地有り

柱の長期許容荷重

25kN/本

柱の長期許容荷重

25kN/本

柱の長期許容荷重

25kN/本

枠材の長期許容荷重

1.2kN/本
38×140 38×140

82分
82分
　/82.5分

82分
(熱映像)

82分
(目地部)

56分
除荷

56分以上
　/56分*

56分
以上

なし

81分
除荷

64分
　/64分*

82分
(熱映像)

83分
(目地部)

64分

81分
　/83分

64分 なし

56分
以上

56分
以上

なし

67.5分
除荷

67.5分
以上

なし

53分
除荷

53分
　/60分60分 なし

54分
除荷

54分
　/60分

60分 なし

56分以上
　/56分*

67.5分以上
　/67.5分*

1階外壁
(内壁側)

2-3階
間仕切壁

1階
間仕切壁
外壁(内壁)

1階
間仕切壁

W15 38×140 38×140

上張：スギ板15厚
中張：強化せっこうボード12.5厚
下張：構造用合板9厚

枠材の長期許容荷重

1.2kN/本
71分 71分

　/71分
71分
以上

なし

上張：スギ板30厚
根太：45×18@333
中張：強化せっこうボード12.5厚
下張：構造用合板28厚
目地部：木下地無し
床板支持間隔：2000mm

桁：220角
面戸板：90厚
垂木：150×250
野地板：構造用合板28厚

軒裏

F11

N11

［天井被覆材］
下張：スギ板（本実）15厚
上張：強化せっこうボード12.5厚
［床上材］
上張：せっこうボード12.5厚
下張：構造用合板24厚

床

F12

ー 80分
（熱映像）

88分なし

令85条積載荷重

2.9kN/㎡
(等分布)

令85条積載荷重

2.9kN/㎡
(等分布)

F13

準耐火構
造はり

上張：ALC厚75
下張：構造用合板厚28
床板支持間隔：1000mm

令85条積載荷重

2.9kN/㎡
(等分布)

準耐火構
造はり

64分
除荷

64分
　/70.25分70.25分 ̶

70分
除荷

70分
　/70分70分 ̶

120分
除荷

112分
　/120分

112分
(熱映像) ̶

2-3階
床(軸組)

2-3階
床(枠組)

3階床
(軸組/遮音)

軒裏
(軸組）

接合部

C11

S11

柱

建物実態荷重

53.3kN/本
S12

カラマツ集成材
鋼板挿入+ドリフトピンタイプ
（金属の木被覆0,30）

カラマツ集成材
鋼板挿入+ドリフトピンタイプ
（金属の木被覆0）

部材内部
温度測定用

K1
K2

W13、W14、W1仕様1、C2の幅1m×高さ1m試験体
加熱時間

60分

加熱時間
60分

加熱時間
61分

C12

C13

C14

C15

C16

燃えしろ45除いた
柱の短期許容荷重

282kN/本

220×650
（ラーメン柱）

カラマツ集成材（同一等級構成）
220×650

220×650
(ラーメン柱）

カラマツ集成材（同一等級構成）
220×650

[壁の構成]
上張：強化せっこうボード厚15
下張：構造用合板厚12（両面同仕様）

[壁の構成]
上張：スギ板15厚
中張：強化せっこうボード12.5厚
下張：構造用合板9厚

【枠組壁工法】
38×140

38×140

15
9

スギ構造用集成材（E65-F255）120×120

[壁の構成]
上張：スギ板18厚
下張：構造用合板28厚

柱の長期許容荷重

21kN/本

1
59

220
正角柱

スギ構造用集成材（同一等級構成）
220×220

[壁の構成]
上張：強化せっこうボード厚15
下張：構造用合板厚12（両面同仕様）

1
59 220
正角柱

スギ構造用集成材（同一等級構成）
220×220

[壁の構成]
上張：強化せっこうボード厚15
下張：構造用合板厚12（両面同仕様）

93分
　/95分̶ ̶93分

枠材の長期許容荷重

8.6kN/本

1階
ラーメン柱

1階
ラーメン柱

1階
枠組壁

102分
　/102分̶ ̶102分

73分
　/73分̶ ̶73分

70分
　/71分̶ ̶70分

84.5分
　/86分̶ ̶84.5分

97.5分
　/99分̶ ̶97.5分

(1/100rad変形後)

(1/100rad変形後)

(1/100rad変形後)

両面加熱壁

なし

なし

60.5分
除荷

*：耐火炉又は試験体周囲被覆の不具合により加熱終了

90

120角

【2×6トラス】

【枠組壁工法】

39
1

80分
　/90分

̶ ̶̶

̶ ̶̶

̶ ̶

既存告示に記載ない仕様で、

今回1時間準耐火構造の要求性能を達成した仕様

①木造三階建て学校火災実験で使用する部材の正確な準耐火性能の把握

②加熱条件または水平加力の違いが部材の準耐火性能に与える影響の把握

③1時間準耐火構造の告示化に向けた耐火性能の把握

※仕様欄の　　 は試験体建物に使用した仕様を示す。

合板28

実験
趣旨

①

①

①

①②

①②

①②

①②

①②

①②

①③

①③

①③

①③

①③

①②③

①②③

①②③

①②③

表 3.2-2  平成 23 年度実施の部材実験一覧 
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ー

J-22(2)

間仕切壁

試験体No.部　位

105角
上張：せっこうボード12.5厚（接着剤＋ステープル）
下張：せっこうボード12.5厚（釘留め）
目地部：木下地有り/パテ処理

105角
上張：強化せっこうボード12.5厚（釘留め）
下張：構造用合板28厚（釘留め）

仕　様（mm）
荷重

加熱条件

結果

非損傷性 遮熱性 遮炎性

防耐火時間
/加熱時間

W-21

W-22

W-23

W-24

W-25

W-26

F-21

F-22

載荷なし
ISO834 - 60分以上

　/60分

床

柱ーはり
接合部

J-21(1)

J-21(2)

SD-1

SD-2

SD-4

防火戸

①木造三階建て学校火災実験で使用する部材の正確な準耐火性能の把握

②加熱条件の違いが部材の準耐火性能に与える影響の把握

③1時間耐火構造の告示化に向けた耐火性能の把握

防火壁

載荷なし
火災実験実測

(小型試験体)

(小型試験体)

(小型試験体)

(小型試験体)

60分以上 60分以上

載荷なし
火災実験実測

-

- 60分以上
　/60分

60分以上 60分以上

-
60分以上
　/60分

60分以上 60分以上

- 60分以上
　/60分

60分以上 60分以上

上張：せっこうボード12.5厚（接着剤＋ステープル）
下張：せっこうボード12.5厚（釘留め）
目地部：木下地有り/パテ処理

25kN/本
(柱の長期許容荷重）

ISO834

載荷なし
ISO834

25kN/本
(柱の長期許容荷重）

火災実験実測(予熱）

60分以上
　/60分

60分以上 60分以上60分以上

2.9kN/㎡
（令85条積載荷重）

ISO834

2.9kN/㎡
（令85条積載荷重）

火災実験実測

61分以上
　/61分

61分以上 61分以上61分以上

61分以上
　/61分

61分以上 61分以上61分以上

屋根

R-21

R-22

2.9kN/㎡
(令85条積載荷重：床相当)

ISO834

2.9kN/㎡
(令85条積載荷重：床相当)

火災実験実測

SD-3

SD-6

SD-5

66分
　/80分

ー
66分

(木製床着火、
扉燃え抜け無)

ー

76分
　/80分

ー
76分

(木製床着火、
扉燃え抜け無)

ー

68分
　/80分

ー
68分

(木製床着火、
扉燃え抜け無)

ー

WD-1

WD-2

WD-4

WD-3

WD-6

WD-5

64分
　/65分

ー
64分

(扉燃え抜け)ー

ーー

ーー

WD-8

WD-7

56分
　/57分

56分
(扉燃え抜け)

80分以上
　/80分

80分以上
(扉燃え抜け無)

ーー 80分以上
　/80分

80分以上
(扉燃え抜け無)

ーー
63分
　/63分

63分
(扉燃え抜け)

※実験趣旨欄の丸数字は次の内容を示す。

[床上側]
上張：合板12厚（釘留め）
下張：構造用合板28厚（釘留め）
[天井側]
上張：強化せっこうボード12.5厚（ビス留め）
下張：強化せっこうボード12.5厚（釘留め）

[野地板側]
上張：強化せっこうボード12.5厚（釘留め）
下張：構造用合板28厚（釘留め）
[天井側]
被覆材：強化せっこうボード12.5厚（釘留め）

105角

載荷なし
ISO834

載荷なし
ISO834

鋼製(常閉）片開戸（軸組取付仕様1)

鋼製(常閉）片開戸（軸組取付仕様2)

鋼製(常閉）両開戸（軸組取付仕様2)A面

鋼製(常閉）両開戸（軸組取付仕様2)B面

鋼製(随閉）両開戸（軸組取付仕様2)A面

鋼製(随閉）両開戸（軸組取付仕様2)B面

木製(常閉）片開戸（軸組取付仕様1)

木製(常閉）片開戸（軸組取付仕様2)

木製(常閉）片開戸
　 （WD-1改良扉、軸組取付仕様1)A面

木製(常閉）片開戸
　 （WD-1改良扉、軸組取付仕様1)B面

木製(常閉）両開戸（軸組取付仕様1)A面

木製(常閉）両開戸（軸組取付仕様1)B面

木製(随閉）両開戸（軸組取付仕様1)A面

木製(常閉）両開戸
　 （WD6改良扉、軸組取付仕様1)B面

実設計荷重
ISO834

実設計荷重
火災実験実測

実設計荷重
ISO834

実設計荷重
火災実験実測

J-22(1)

カラマツ(E105-F300)集成材柱ーはり

（鋼板挿入+ドリフトピンタイプ）

　

スギ集成材(E65-F255)柱ーはり
（鋼板挿入+ドリフトピンタイプ）

　

柱

柱

はり はり

はり はり

上張：窯業系サイディング16厚(専用金具留）
中張：強化せっこうボード21厚(ビス留め)
下張：強化せっこうボード21厚(釘留め)

FW-2
(外壁)

110分以上
　/120分

120分以上 120分以上110分
除荷

60分以上
/60分+180分放置

60分以上 60分以上60分以上

耐火構造

上張：強化せっこうボード21厚(接着剤＋ステープル)
下張：強化せっこうボード15厚(釘留め)

25kN/本
(柱の長期許容荷重）

ISO834

25kN/本
(柱の長期許容荷重）

ISO834105角

①②

実験
趣旨

②

①②

②

①②

②

①②

②

①②

②

①

①

①

①

①

①

①

①

①

①

①

①

①

①

①②

②

①②

②

①③

③

ーー
69分

(扉燃え抜け)

ーー
46分

(扉燃え抜け)

69分
　/69分

46分
　/46分

51分木製床着火

ー
80分以上
(木製床着火無、
扉燃え抜け無)

ー 80分以上
　/80分

63分35分
除荷

45分45分

35分
　/65分

45分
　/45分

63分
　/64分

ー
63分

(木製床着火、
扉燃え抜け無)

ー

60.5分
　/80分

60.5分
(木製床着火、
扉燃え抜け無)

ー
19分

(扉燃え抜け)
19分
　/63分

ーー

ー

ー

68.5分
　/68.5分ーー ー

予熱82分+56分
/予熱82分+56分ーー ー

60分
　/60分ーー ー

ーー ー

予熱82分+56分
/予熱82分+56分

予熱82分+

56分
予熱82分+

56分
予熱82分+

56分

1時間耐火構造の要求性能を達成した仕様

120角FW-1
(間仕切壁)

予熱82分+39分
/予熱82分+39分

表 3.2-3  平成 24 年度実施の部材実験一覧 
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60分以上
/60分+240分放置

防火壁

試験体No.部　位

105角

［防火被覆※］
上張：強化せっこうボード21厚（ビス留め）
下張：強化せっこうボード21厚（釘留め）
※①ではタイプX、②ではタイプVを使用

<左上>下地、断熱材なし
<右上>
下地：構造用合板9厚（釘留め）
グラスウール10K100厚充填
<右下>
下地：構造用合板9厚（釘留め）
グラスウール24K100厚充填
<左下>
下地：構造用合板28厚（釘留め）
グラスウール24K100厚充填

仕　様（mm）
荷重

加熱条件

結果

非損傷性 遮熱性 遮炎性

防耐火時間
/加熱時間

FW-11
耐火間仕
切壁①

載荷なし
ISO834

①木造三階建て学校火災実験で使用する部材の正確な準耐火性能の把握

②加熱条件の違いが部材の準耐火性能に与える影響の把握

③1時間耐火構造の告示化に向けた耐火性能の把握

④1時間準耐火構造の告示化に向けた準耐火性能の把握

⑤技術指針作成のための防耐火性能の把握

載荷なし
ISO834

※実験趣旨欄の丸数字は次の内容を示す。

③

実験
趣旨

FW-12
耐火間仕
切壁②

105角

60分以上
/60分+300分放置

- 60分以上 60分以上-
③

耐火構造

W-31
(W-13再)

壁

105角

［防火被覆］
上張：スギ板18厚
下張：構造用合板28厚
目地部：木下地有り

④

FW-13

［防火被覆］
上張：強化せっこうボードV-21厚（ビス留め）
下張：強化せっこうボードV-21厚（釘留め）
屋外側仕上：金属板(ガルバリウム鋼板)0.35厚
下地面材：構造用合板9厚（釘留め）
断熱材：グラスウール24K,100厚

25kN/本
(柱の長期許容荷重）

ISO834

FW-14

［防火被覆］
上張：強化せっこうボードV-21厚（ビス留め）
下張：強化せっこうボードV-21厚（釘留め）
屋外側仕上：軽量セメントモルタル15厚
下地面材：構造用合板9厚（釘留め）
断熱材：グラスウール24K,100厚

25kN/本
(柱の長期許容荷重）

ISO834

FW-15

［防火被覆］
上張：強化せっこうボードV-15厚（ビス留め）
下張：強化せっこうボードV-21厚（釘留め）
屋外側仕上：0.8ケイ酸カルシウム板8厚と12厚
下地面材：構造用合板9厚（釘留め）
断熱材：グラスウール24K,100厚

25kN/本
(柱の長期許容荷重）

ISO834

FW-16

［防火被覆］
上張：強化せっこうボードV-21厚（ビス留め）
下張：強化せっこうボードV-21厚（釘留め）
屋外側仕上:ALC35厚（ビス留め）
下地面材：構造用合板9厚（釘留め）
断熱材：グラスウール24K,100厚

25kN/本
(柱の長期許容荷重）

ISO834

FW-17

［防火被覆］
上張：強化せっこうボードV-21厚（ビス留め）
下張：強化せっこうボードV-21厚（釘留め）
屋外側仕上：木材15厚
面材：構造用合板9厚
断熱材：グラスウール24K,100厚

25kN/本
(柱の長期許容荷重）

ISO834

FW-18

［屋外側防火被覆］
上張：防水防カビ強化石膏ボード21厚（ビス留め）
下張：防水防カビ強化石膏ボード21厚（釘留め）
(屋内側は強化せっこうボードV-21厚2枚張り）
下地面材：構造用合板9厚（釘留め）
断熱材：グラスウール24K,100厚

25kN/本
(柱の長期許容荷重）

ISO834

FW-19

［防火被覆］
上張：強化せっこうボードV-21厚（ビス留め）
下張：強化せっこうボードV-21厚（釘留め）
屋外側仕上：ALC35厚
下地面材：構造用合板9厚（釘留め）
断熱材：グラスウール24K,100厚

25kN/本
(柱の長期許容荷重）

ISO834

60分以上 60分以上60分以上

耐火構造

60分以上
/60分+240分放置 ③

60分以上 60分以上60分以上

耐火構造

60分以上
/60分+240分放置

③

60分以上 60分以上60分以上

耐火構造

60分以上
/60分+240分放置

③

60分以上
/60分+250分放置

③

③

③

W-32
[枠組壁工法]

上張：スギ板15厚
下張：強化せっこうボード12.5厚

④

W-33

スギ集成材柱150×500

・片面加熱(W33-1)
②④

W-34

土塗り壁（総厚80)
   上塗：中塗土厚15

   下地：荒壁パネル厚26
   （両面同仕様）

   柱：同一等級構成構造用集成材（スギE65-F255)

④

W-35 ④

［防火被覆］
上張：0.8ケイ酸カルシウム板8厚（ビス留め）
下張：強化せっこうボードV-12.5厚（釘留め）

25kN/本
(柱の長期許容荷重）

ISO834

kN/本
(枠材の長期許容荷重）

ISO834

33.9   kN/本
(両面から45燃えしろ除

き短期許容荷重）

ISO834

24.5kN/本
(柱45燃えしろ除き

短期許容荷重)

ISO834

25kN/本
(柱の長期許容荷重）

ISO834

180角

105角

105角

③

105角

105角

105角

105角

105角

38×89

105角

60分以上 60分以上60分以上

耐火構造

60分以上
/60分+240分放置

60分以上 60分以上60分以上

耐火構造

60分以上
/60分+240分放置

FW-20

［防火被覆］
上張：強化せっこうボードV-21厚（ビス留め）
下張：強化せっこうボードV-21厚（釘留め）
下地面材：構造用合板9厚（釘留め）
断熱材：グラスウール24K,100厚

25kN/本
(柱の長期許容荷重）

ISO834

105角
③

60分以上 60分以上60分以上

耐火構造

60分以上
/60分+240分放置

60分以上 60分以上60分以上

耐火構造

60分以上
/60分+240分放置

スギ集成材柱150×500

・両面加熱(W33-2)

182.7kN/本
(片面から45燃えしろ除き

短期許容荷重）

ISO834

78分以上
　/78分

78分以上 78分以上78分以上

65分以上
　/65分

65分以上 65分以上65分以上

93分以上
　/93分

93分以上 93分以上93分以上

60分以上
　 /104分

60分以上 60分以上60分以上

1時間耐火構造の要求性能を達成した仕様

柱/合板の一部に炭化痕あり

柱/合板の一部に炭化痕あり

既存告示に記載ない仕様で、

今回1時間準耐火構造の要求性能を達成した仕様

46分

75.75分

ー ー

ー ー

46分
　/46分

75.75分
　/75.75分

表 3.2-4 平成 25 年度実施の部材実験一覧(その１) 
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KR-1屋根
[野地板側]
上張：強化せっこうボード12.5厚（釘留め）
下張：構造用合板28厚（釘留め）
[天井側]
被覆材：強化せっこうボード12.5厚（釘留め）

(小型試験体)

②
載荷なし

火災実験実測
(予熱)

予熱82分+48分
/予熱82分+48分

予熱82分+

48分
予熱82分+

48分
-

KF-1

床

予熱82分+61分
/予熱82分+61分

予熱82分+

61分
予熱82分+

61分
-

KF-2

2.9kN/㎡
(令85条積載荷重)

ISO834・両面加熱

載荷なし
ISO834・両面加熱

[床上側]
上張：合板12厚（釘留め）
下張：構造用合板28厚（釘留め）
[天井側]
上張：強化せっこうボード12.5厚（ビス留め）
下張：強化せっこうボード12.5厚（釘留め）

②
(小型試験体)

(小型試験体)

載荷なし
火災実験実測

(予熱)

[床上側]
上張：合板12厚（釘留め）
下張：構造用合板28厚（釘留め）
[天井側]
上張：強化せっこうボード12.5厚（ビス留め）
下張：強化せっこうボード12.5厚（釘留め）

②ー
　 /60分ー

51分
(おもり落下)

ー

ー

F-31

8mスパン床

①

試験体No.部　位 仕　様（mm）
荷重

加熱条件

結果

非損傷性 遮熱性 遮炎性

防耐火時間
/加熱時間

J-31

載荷なし
ISO834

①木造三階建て学校火災実験で使用する部材の正確な準耐火性能の把握

②加熱条件の違いが部材の準耐火性能に与える影響の把握

③1時間耐火構造の告示化に向けた耐火性能の把握

④1時間準耐火構造の告示化に向けた準耐火性能の把握

⑤技術指針作成のための防耐火性能の把握

※実験趣旨欄の丸数字は次の内容を示す。

⑤

実験
趣旨

J-32

接合部

柱脚部
　カラマツ集成材

柱脚部
　 スギ集成材

J-33
(J-33-1)

J-34
(J-33-2)

大はりー小はり接合部
　カラマツ集成材

大はりー小はり接合部
　 スギ集成材

載荷なし
ISO834

J-35
(J-34-1)

J-36
(J-34-2)

合わせ柱（隙間1mm、3mm、5mm）
　カラマツ集成材

合わせはり（隙間1mm、3mm、5mm）
　 カラマツ集成材

載荷なし
ISO834

117.5分
　/117.5分

ー117.5分
(座屈)

94.75分
　/96.5分

ー94.75分
(柱脚の破壊)

①

①

柱

220×650
（ラーメン柱）

カラマツ集成材（同一等級構成）220×650
上下ピン 実設計荷重

133kN/本

ー

ー

カラマツ集成材（同一等級構成）220×650
上ピン　 下固定

C-21

C-22

C-23

④

⑤

⑤

スギ集成材柱   120×120   
・木材45厚被覆
・合板28厚＋木材18被覆
・木材30厚＋木材15厚被覆
・木材60厚被覆
・木材30厚＋木材30厚被覆
・強化せっこうボード12.5厚＋木材15厚

載荷なし
ISO834

60分
　/60分

ーー ー

大はり

小はり

柱

合わせ柱

合わせはり

60分
　/60分

ーー ー

60分
　/60分

ーー ー

[床上側]
上張：合板12厚（釘留め）
下張：構造用合板28厚（釘留め）
[天井側]
上張：強化せっこうボード12.5厚（ビス留め）
下張：強化せっこうボード12.5厚（釘留め）

34.3kN・m/本
(はり45燃えしろ除き

短期許容荷重)

ISO834

60分
　/60分

ーー ー

80.6分
　 /90分90分 90分80.6分

表 3.2-5 平成 25 年度実施の部材実験一覧(その 2) 
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３．３ 教室実験 

 

教室実験は、図3.3-1に示す間口約7.3m×奥行約8.0m×高さ約2.8mの実験装置を建築研究所の実

大火災実験棟内に設置し、室の開口部上部に設けた集煙フードを使って、酸素消費費法により火

源及び内装の発熱性状を把握した。火源は、最初の10分間100kW、次の10分間300kWの成長火

源と、最初から20分間300kWの定常火源を想定した。内装条件は、壁・天井を系統的に木質化ま

たは不燃化するとともに、実大火災実験の試験体建物を想定して、燃えしろ設計した柱、大梁、

小梁の組み合わせを変えて設置した。実験条件および結果の概要を表3.3-1に示す通りであり、実

大火災実験における内装仕様の教室規模の発熱性状の把握や内装の部分あるいは一部に防火材料

を使用した際の発熱性状の違いを把握した。 

 全９回の教室実験のうち、３回の実大火災実験の内装条件と同じ実験は、予備実験（平成23年

度）が実験No.2、準備実験（平成24年度）が実験No.5及びNo.6、本実験(平成25年度)が実験No.9

である。実験No.2では、300kWの火源を用いて、約5分30秒で部屋全体の火災に進展した。また、

実験No.5及びNo.6では、内装と躯体の木現しの条件が同じでも、火源が最初から300kWと大きい

実験No.6では、約18分30秒で部屋全体の火災に進展した。実験No.9では成長火源

(100kW→300kW)に対して、20分間は、火災が局所に留まった。 

 なお、表3.3-1の実験以外に、ISOルームコーナー試験に準じて、間口2.4m×奥行3.6m×高さ2.4m

の実験装置を用いて、表3.3-1の実験No.1とNo.2と同じ内装及び火源条件で実験を実施した。 

図 3.3-1 教室実験装置概念図 
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00
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［展開図］

1 2 3 4 5 6 7 8 9

天井 不燃材料 木材（スギ） 不燃材料 不燃材料 不燃材料 不燃材料 不燃材料 不燃材料 準不燃材料

壁 木材（スギ） 木材（スギ） 不燃材料 不燃材料 不燃材料 不燃材料
合板

（全面）

合板
（床面から
1800mmま

で）

合板

無し 無し 無し 無し 有り 有り 有り 有り
柱、大梁
有り

300kW 300kW
100kW→
300kW

300kW
100kW→
300kW

300kW
100kW→
300kW

100kW→
300kW

100kW→
300kW

無し
有り

（5分25秒） 無し 無し 無し
有り

（18分30
秒）

有り
（11分50

秒）

有り
（13分7秒） 無し

不燃材料
相当

難燃材料
相当

不燃材料
相当

不燃材料
相当

準不燃材
料相当

不燃材料
相当

準不燃材
料相当

準不燃材
料相当

不燃材料
相当

発熱速度から推定される
火災成長率

フラッシュオーバーの有無
（有りはフラッシュオーバー

までの時間）

使用材料
（仕上げ）

7.3m（間口）×8m（奥行）×2.8m（高さ）

0.9m×2.1m×2ヶ所（同一壁面）

実験名

柱、小梁、大梁の有無

火源設定

居室規模

開口条件

表 3.3-1 教室実験結果一覧 

図 3.3-2 教室実験装置概要（実験 No.5 及び 6 の場合） 
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３．４ 屋外区画実験 

 

屋外区画実験は、表3.4-1に示すとおり合計12回実施した。 

実験は、図3.4-1に示す出火室の内寸が間口約8.0m×奥行約8.0m×天井高さ2.7〜3.8mの実験装

置を建築研究所の屋外火災実験場に２棟設置し、上階への延焼を評価するための２階部分を設け

た（仕様1〜4は２階の壁面のみを再現し、仕様５以降は２階の壁面だけでなく室も再現した）。

火源、内装条件、開口部条件、庇の出寸法等をパラメータとして実験を計画し、 

①点火からフラッシュオーバーまでの時間 

②フラッシュオーバーから2階へ延焼するまでの時間 

を、目視、ビデオ、温度等で確認した。 

表3.4-1の結果から、天井を不燃化すること、天井高を確保することにより、上記①の時間が長

くなった。逆に天井を木質化した場合、天井高さが3.8ｍ（仕様7）から2.7ｍ（仕様11：出火源が

天井に届く高さ）に低くなると、①の時間が急に短くなった。 

また、庇の出寸法が0.8m以上となると、下階開口部からの噴出火炎による上階への延焼が抑制

できた（実験は風速が4m/s以下の場合に実施）。 

 一連の実験結果をもとに、実大火災実験の本実験（平成 25 年度）は、仕様８と同様の仕様（壁・

床：木材、天井：準不燃材料、庇・バルコニーなし）とした。  
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図 3.4-1 屋外区画試験装置概要 
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可燃物密度 火源
天井
高さ

構造躯体あらわし 内装仕上げ 庇 1階開口部措置
着火～

F.O.
F.O.～2階延焼

実験１
700MJ/m2

(職員室)

木材クリブ
火源１ 3.8m 柱・梁あらわし

天井：不燃
壁：不燃
床：木材

長さ1.5m
高さ：0.8m

垂れ壁(約70cm）設置
開口部ガラスなし

6分27秒
平成25年
3月28日

実験２
700MJ/m2

(職員室)

木材クリブ
火源１ 3.8m 柱・梁なし

天井：不燃
壁：不燃
床：木材

なし
垂れ壁(約70cm）設置

開口部ガラスなし
6分45秒 3月29日

実験３
700MJ/m2

(職員室)

木材クリブ
火源１ 3.8m

柱・梁（大梁のみ）
あらわし

天井：不燃
壁：木材（1.6mま

で）
床：木材

長さ1.5m
高さ：0.8m

垂れ壁(約70cm）設置
開口部ガラスなし

5分30秒 4月30日

実験４
700MJ/m2

(職員室)

木材クリブ
火源１ 3.8m

柱・梁（大梁のみ）
あらわし

天井：不燃
壁：不燃
床：木材

長さ0.9m
高さ：0.8m

垂れ壁(約70cm）設置
開口部ガラスなし

6分24秒 4月30日

実験５
700MJ/m2

(職員室)

木材クリブ
火源2 3.8m 柱・梁なし

天井：不燃
壁：木材
床：木材

なし
垂れ壁(約70cm）設置

開口部ガラスなし
10分10秒 3分10秒 5月27日

実験６

400MJ/m2

(教室)

木材クリブ

＋木机・椅子

火源３ 3.8m 柱・梁なし
天井：不燃
壁：木材
床：木材

なし
引き違い窓ガラス（開状態）

垂れ壁設置せず
46分46秒 4分34秒 6月11日

実験７
700MJ/m2

(職員室)

木材クリブ
火源３ 3.8m 柱・梁なし

天井：木材
壁：木材
床：木材

長さ1.5m
高さ：0.8m

引き違い窓ガラス（開状態）
垂れ壁設置せず

70分21秒 上階延焼せず 6月26日

実験８
700MJ/m2

(職員室)

木材クリブ
火源３ 3.8m 柱・梁なし

天井：準不燃
壁：木材
床：木材

なし
引き違い窓ガラス（開状態）

垂れ壁設置せず
92分12秒 1分48秒 6月26日

実験９
700MJ/m2

(職員室)

木材クリブ
火源３ 3.0m 柱・梁なし

天井：木材
壁：木材
床：木材

長さ0.9m
高さ：0m

引き違い窓ガラス（開状態）
垂れ壁設置せず

33分21秒 上階延焼せず 9月11日

実験１０
700MJ/m2

(職員室)

木材クリブ
火源3 3.0m 柱・梁なし

天井：準不燃
壁：木材
床：木材

長さ0.5m
高さ：0m

引き違い窓ガラス（開状態）
垂れ壁設置せず

44分28秒
5分18秒(16秒間）
9分32秒(58秒間)

9月11日

実験１１
700MJ/m2

(職員室)

木材クリブ
火源3 2.7m 柱・梁なし

天井：木材
壁：木材
床：木材

長さ0.7m
高さ：0m

引き違い窓ガラス（開状態）
垂れ壁設置せず

5分09秒 4分41秒
平成26年
1月29日

実験１２
700MJ/m2

(職員室)

木材クリブ
火源3 2.7m 柱・梁なし

天井：準不燃
壁：木材
床：木材

長さ0.8m
高さ：0m

引き違い窓ガラス（開状態）
垂れ壁設置せず

55分08秒 上階延焼せず
2月19日

*火源1:一般型クリブ1段に着火（隣接クリブに導火線を使用して延焼させる）

*火源2:アルコールパン(メタノール8L)に着火（書籍型クリブ＋一般クリブ半割に延焼させる）

*火源3:アルコールパン(メタノール4L)に着火（書籍型クリブ＋一般クリブ半割に延焼させる）

*庇高さは開口上端からの距離とする

*2階室内の延焼時間は、内装の木材への着火を目視で確認した時間とする

*仕様10の2階着火はどちらもF.O.からの時間とし、（）内の間のみ着火していたとする

実験日
実験結果火源・可燃物条件 試験装置条件

表 3.4-1 屋外区画実験結果一覧 
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３．５ 噴出火炎実験 

 

噴出火炎実験は、合計７回実施した。 

実験は、図3.5-1に示す、幅2.65m×奥行2.65m×高さ2.65mの実験装置を建築研究所実大火災実

験棟内に設置し、実験装置内、実験装置外に設けた熱電対、熱流計により、噴出火炎（熱気流）

による雰囲気温度、放射熱を詳細に測定した。 

 実験の結果、従来の縮小模型等を用いた研究で噴出火炎が発生する限界値として報告されてい

る燃焼型支配因子χよりも大きい条件で噴出火炎が観測された。また、同じ可燃物表面積であって

も天井の仕上げが可燃材料である場合のほうが噴出火炎は大きくなる傾向が確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
可燃物表面積

Afuel (m2)
可燃物重量

(kg)
開口幅
B(m)

開口高さ
H(m)

開口因子
A√H(m5/2)

燃焼型支配因子
χ=A√H/Afuel (m1/2)

TR-1 収納可燃物 19.9 18.8 104.5 0.082

TR-2 収納可燃物+床 26.9 26.3 148.1 0.059

TR-3 収納可燃物+床+天井 33.9 33.8 185.4 0.046

TR-4* 収納可燃物
(天井に構造用合板)

22.1 124.6 0.070

CR-1 収納可燃物 18.9 18.0 100.7 0.101

CR-2 収納可燃物+床 25.9 25.1 140.3 0.073

CR-3 収納可燃物+床+天井 32.9 32.1 177.8 0.057

case
再現する
室用途

可燃物表面積算出の
対象とするもの

調査1)に基き算出した
可燃物表面積Afuel (m2)

実験条件

*TR-1～3、CR-1～3は可燃物表面積算出の対象とするものを全て木材クリブに置き換えたが、
　TR-4のみ天井には実際に構造用合板3.28m2を張り、収納可燃物は木材クリブに置き換えた。
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       図 3.5-1 噴出火炎実験装置概要 

表 3.5-1 噴出火炎実験条件一覧 
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３．６ 避難安全検証 

 

木３学について、告示に定める避難安全検証法を用いて避難安全性を検証し、下記の内容の検

討を行った。 

・木３学の標準的モデルプランの作成および避難安全検証 

・実験建物における煙流動実験及び避難安全検証 

 

標準的モデルプランの作成では、「学校の運営方式」にもとづき、そのバリエーションを網羅す

るように、学校の平面図を収集した。これらの図面から、空間構成上運営方式による、廊下・オ

ープンスペース・教室・階段等の避難経路の関係に大きな違いがないものと判断して、特別教室

型でオープンスペースをもつ３階建て校舎をモデルプランのベースとし、図 3.6-1 に示す建物 2

階の「吹抜けの有無」、図 3.6-1 に示す建物両端部の「階段室の前室（オープンスペースと階段室

の間の部屋）の有無」によるバリエーションによる次の４つのモデルプランを作成した。 

 

表 3.6-1 モデルプランにおける吹抜けと階段室の前室の有無 

 

 

 

各モデルプランにおける避難安全検証では、平成 12 年建設省告示第 1441 号及び第 1442 号に

よる避難完了時間の計算、非定常二層ゾーン煙流動プログラム「BRI2002T」2)による煙層下端高

さの計算により、在館者の安全性を検討した。この際、想定火源としては、教室実験で観測され

た出火室の発熱速度の時間履歴を元にすることとした。また、在館者の歩行速度については、一

般的に用いられる 78m/min のほか、児童を想定してその 1/2 の 39m/min についても検討した。 

検証した結果を表 3.6-2 に示す。階段室に前室がないモデルプラン A と B では吹抜けの有無に

かかわらず、NG（避難完了する前に煙層が降下）の判定が出る出火室があるが、階段室に前室を

設けることで（モデルプラン C と D）、吹抜けの有無にかかわらず、歩行速度を 1/2 とした場合で

も OK（避難完了まで煙層の降下なし）となることが確かめられた。 

 

表 3.6-2 モデルプランにおける階避難安全検証

 

歩行速度
78m/min.

歩行速度
39m/min.

歩行速度
78m/min.

歩行速度
39m/min.

1F 職員室 405.5 451.2 - OK OK

普通教室 2 208.5 NG NG
職員室 570.0 OK OK

3F 普通教室 6 340.5 369.1 193.5 NG NG

1F 職員室 406.2 451.9 - OK OK
2F 普通教室 2 340.5 369.1 193.0 NG NG
3F 普通教室 6 340.5 369.1 193.5 NG NG

1F 職員室 405.5 451.2 - OK OK
普通教室 2 687.5 OK OK

職員室 - OK OK
3F 普通教室 6 340.5 369.1 706.5 OK OK

1F 職員室 406.2 451.9 - OK OK
2F 普通教室 2 340.5 369.1 704.0 OK OK
3F 普通教室 6 340.5 369.1 706.5 OK OK

A

B

C

339.3

339.3

階
モデル
プラン

判定避難完了時間 【sec】

367.9

367.9

D

出火室

2F

2F

床上1.8m
煙降下時間

【sec】

―：1000秒以上

モデルプラン A B C D 

吹抜け あり なし あり なし 

階段室の前室 なし なし あり あり 
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図 3.6-1 避難計算に用いたモデルプラン（モデルプラン A の場合） 

 

また、木３学実大火災実験（本実験）での実験建物において、実際の煙の流れを把握し、煙降

下時間の予測手法の妥当性を検討するために、写真 3.6-1 に示すとおり、本実験に先立ち煙流動

実験も実施した。煙流動実験では、比較的小さな火源ではあるが、実験結果と BRI2002T による

計算結果が概ね一致を示すことが確かめられた。 

 

   

写真 3.6-1 煙流動実 
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３．７ 木造学校の建築計画・可燃物量等の実態調査 

 

 1990 年代以降の木造学校について、計画内容を調査した。オープンスクール化等、耐火建築

物の学校建築と共通する傾向に加え、木質内装、木質外装が多用される傾向があることが明らか

になった。 

 可燃物量調査は、秋田県、福島県の小中高校の計６校について調査し、一部火災継続時間が 1

時間を超える可能性のある室があったが、一般教室等、多くの室については 1 時間以内であった。 

 また、学校建築の火災事例分析の結果、火災シナリオを想定するために必要な出火原因、火災

規模、被害内容等、学校建築の防災計画上必要な軸を把握した。 

 

 

３．８ 火災実験に係る木３学の代表的仕様および実験計画等の検討 

 

 木３学の主要構造部に必要な防耐火性能及び建物の避難安全性能を実証し、基準整備を行うた

めには、実大の試験体建築物を使用する大規模火災実験、教室・共用スペースの組み合わせより

成る教室ユニットを用いた火災実験及び部材レベルの耐火加熱実験が必要である。大規模火災実

験は、室レベル、部材レベルの実験では解明できない総合的な現象の検証に必要であるが、実験

を繰り返すことはできないため、系統的なデータの取得が必要な実験は、室レベル、部材レベル

で行う必要がある。 

 大規模火災実験で使用する実大の試験体建築物は、３階建てとし、耐火構造以外の木造建築に

より実現可能な延べ床面積 3,000 ㎡とし、防火壁・RC 造階段室のような延焼防止のための区画

措置を介して、木造教室ユニットを、更にその外側に設置するのが望ましい。この考え方に基づ

いて、試験体建築物で想定するモデル建築物の試設計を、１時間準耐火構造の壁、柱、床等を使

って行った。防火壁等の区画に囲まれた部分全体に最終的に火災が拡大するシナリオで計画を行

ったが、実験中の安全管理、実験終了後の消火活動には大きな負担が生じることが予想される。 

 また、この規模の木造建築物では、大量の大断面集成材を必要とするが、その調達には相当の

時間が必要である。これらについては、解決のために十分な時間を確保するため、実験計画の初

期段階で、実験用地の地元消防、集成材業界等と協議・調整を図る必要があるが、解決が困難な

場合、また、実験予算上、支障となる場合を想定し、試験体建築物については、階数は３階建て

のまま、延べ床面積を約 40%に縮小する案を提示した。縮小案は、多数室の同時火災による耐力

壁の崩壊への影響等、実大規模建築物を試験体としなければ解明困難な現象は把握できるように

しながら、床面積そのものが影響する防耐火性能については、面積・寸法の換算によって、延べ

床面積 3,000 ㎡を超える場合を予測できるようにする、という考え方に基づく。 

 このほか、実大火災実験の実施方法、教室規模の実大火災実験計画、部材の加熱実験計画を整

理した。 
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４．まとめ 

 

 本研究では、木造３階建て学校（木３学）や延べ面積 3,000 ㎡を超える建築物に関して、実

証実験の実施等による木材の耐火性等に関する研究を実施して、火災時の安全性が確保される基

準の整備に資する知見を収集することを目的として、各種の実験的検討および調査検討を実施し

た。 

その結果、以下の知見が得られた。 

  

（１）実大火災実験 

・ ３回の実大火災実験により、１時間準耐火構造による木３学の実験建物において、避難安全

性、消防活動支援、市街地火災抑制などに配慮し、容易に倒壊炎上しないための対策を明ら

かにした。 

・ 学校のような大スパン建築に適した１時間準耐火構造の部材や、部材の接合部について、防

火上弱点とならない仕様を明らかにした。 

・ 床や壁の両面が同時に加熱を受けたり、通常の火災で想定される ISO834 標準加熱曲線に準じ

た加熱と比べて急激な加熱やフラッシュオーバー前に長時間高温の予熱を受ける場合など、

様々な加熱性状が部材の防耐火性能に与える影響を把握した。 

・ １時間耐火構造で構成した防火壁について、１時間を超える延焼遮断効果を把握した。 

 

（２）部材実験 

・ 木３学に適した１時間準耐火構造、１時間耐火構造の主要構造部の仕様を明らかにした。 

・ 実大火災実験で観測された現象を部材レベルで再現し、その延焼の過程とメカニズムを概ね

把握した。 

 

（３）教室実験 

・ 教室規模の室の火災初期における木質内装仕上げの燃焼発熱性状を把握した。 

・ 天井不燃化による内装の燃焼発熱抑制効果を把握した。 

 

（４）屋外区画実験 

・ 教室規模の室の火災初期における木質内装仕上げと収納可燃物配置が燃焼性状に与える影響

を把握した。 

・ 室火災において、フラッシュオーバー以降の開口部からの噴出火炎による上階延焼抑制のた

めの内装の不燃化の効果や、庇の設置の効果を把握した。 

 

（５）噴出火炎実験 

・ 小規模な室における可燃物表面積と開口因子が開口部からの火炎の噴出性状に与える影響を

把握した。 
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（６）避難安全検証 

・ 標準的な木３学における避難安全性を把握した。 

 

（７）木造学校の建築計画・可燃物量等の実態調査 

・火災性状の支配因子である可燃物量・室の用途等を把握した。 

・学校の建築計画に関する最近の動向を把握した。 

・学校建築の火災事例を分析し、火災シナリオを想定した。 

 

（８）火災実験に係る木３学の代表的仕様および実験計画等の検討 

・実大の試験体建築物を使用する大規模火災実験のための全体計画を策定した。 

・教室・共用スペースの組み合わせより成る教室ユニットを用いた火災実験の計画を策定した。 

・部材レベルの耐火加熱実験の計画を策定した。 
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５．全体会議・WG 等名簿 
 
 以下に、全体会議、各 WG、実行委員会、幹事会の名簿を記する。なお、それぞれの会議、WG の構成 
 
は、前述の図 2.1-1 の通りである。 
 
 

表 5-1  平成 23 年度 全体会議名簿（平成 23 年 4 月時点） 
役職 氏名 所属 

委員長 

副委員長 

委員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

長谷見 雄二 

安井 昇 

加藤 詞史 

稲垣 淳哉 

堀 英祐 

田村 隆雄 

板垣 直行 

泉 潤一 

小松 弘昭 

逢坂 達男 

関 真理子 

蛇石 貴宏 

加来 照彦 

樋口 祥一 

（以上、事業主体） 

早稲田大学理工学術院・教授 

早稲田大学理工学研究所・客員上級研究員 

早稲田大学理工学研究所・客員上級研究員 

早稲田大学理工学研究所・客員次席研究員 

早稲田大学理工学術院・助教 

早稲田大学理工学研究所・招聘研究員 

秋田県立大学システム科学技術学部・准教授 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ・シニアマネージャー 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ・主査 

住友林業住宅事業本部技術部・技師長 

住友林業筑波研究所建築住まいグループ・研究員 

住友林業筑波研究所建築住まいグループ・研究員 

現代計画研究所・取締役 

現代計画研究所・所員 

 

委員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

深井 敦夫 

成瀬 友宏 

鍵屋 浩司 

萩原 一郎 

鈴木 淳一 

荒木 康弘 

山口 修由 

平光 厚雄 

（以上、共同研究機関） 

国土技術政策総合研究所建築研究部基準認証システム研究室・室長 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室・室長 

国土技術政策総合研究所都市研究部都市開発研究室・主任研究官 

建築研究所防火研究グループ・上席研究員 

建築研究所防火研究グループ・研究員 

建築研究所構造研究グループ・研究員 

建築研究所材料研究グループ・主任研究員 

建築研究所環境研究グループ・主任研究員 

オブザーバー

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

竹村 好史 

小堀 啓 

小林 和弘 

大槻 泰士 

小谷 善行 

高見 英樹 

守谷 謙一 

岡澤 尚美 

大歳 暁也 

赤羽 元 

木下 仁 

中村 隆史 

（以上、関係省庁） 

国土交通省住宅局建築指導課・課長補佐 

国土交通省住宅局建築指導課・係長 

国土交通省住宅局建築指導課・係長 

国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課木材利用推進室・課長補佐 

文部科学省大臣官房文教施設企画部施設企画課・専門官 

文部科学省大臣官房文教施設企画部施設助成課・課長補佐 

総務省消防庁予防課・設備専門官 

総務省消防庁予防課・設備係長 

総務省消防庁予防課・事務官 

農林水産省林野庁林政部木材産業課・課長補佐 

農林水産省林野庁林政部木材産業課・課長補佐 

農林水産省林野庁林政部木材利用課・課長補佐 

オブザーバー

〃 

〃 

吉村 嘉隆 

杉山 徹也 

赤根 健司 

中島工務店東京支店・取締役支店長 

中島工務店建築部・課長 

山辺構造設計事務所・主任 
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表 5-2  平成 24 年度 全体会議名簿（平成 25 年 3 月時点） 
役職 氏名 所属 

委員長 

副委員長 

委員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

長谷見 雄二 

安井 昇 

加藤 詞史 

稲垣 淳哉 

堀 英祐 

田村 隆雄 

板垣 直行 

石山 智 

泉 潤一 

小松 弘昭 

逢坂 達男 

関 真理子 

蛇石 貴宏 

加来 照彦 

樋口 祥一 

（以上、事業主体） 

早稲田大学理工学術院 教授 

早稲田大学理工学研究所 客員上級研究員 

早稲田大学理工学研究所 客員上級研究員 

早稲田大学理工学研究所 客員次席研究員 

早稲田大学理工学術院 助教 

早稲田大学理工学研究所 嘱託研究員 

秋田県立大学システム科学技術学部 准教授 

秋田県立大学システム科学技術学部 助教 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ シニアマネージャー 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ 

住友林業住宅事業本部技術部 技師長 

住友林業筑波研究所建築住まいグループ 研究員 

住友林業筑波研究所建築住まいグループ 研究員 

現代計画研究所 取締役 

現代計画研究所 所員 

 

委員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

深井 敦夫 

成瀬 友宏 

鍵屋 浩司 

越海 興一 

横田 圭洋 

萩原 一郎  

鈴木 淳一 

平光 厚雄 

山口 修由 

荒木 康弘 

（以上、共同研究機関） 

国土技術政策総合研究所建築研究部基準認証システム研究室 室長 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室 室長 

国土技術政策総合研究所都市研究部都市開発研究室 主任研究官 

国土技術政策総合研究所企画部 基準研究官 

国土技術政策総合研究所建築研究部基準認証システム研究室 研究官 

建築研究所防火研究グループ 上席研究員 

建築研究所防火研究グループ 研究員 

建築研究所環境研究グループ 主任研究員 

建築研究所材料研究グループ 主任研究員 

建築研究所構造研究グループ 研究員 

 

オブザーバー

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

竹村 好史 

小林 和弘 

畑 裕幸 

会田 隆 

蒲谷 俊樹 

真野 善雄 

錦 泰司 

守谷 謙一 

竹本 吉利 

河口 裕一 

赤羽 元 

大道 一浩 

渡辺 又介 

佐藤 孝行 

秋葉 健次 

（以上、関係省庁） 

国土交通省住宅局建築指導課 課長補佐 

国土交通省住宅局建築指導課 係長 

国土交通省住宅局建築指導課 係員 

国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課木材利用推進室 課長補佐 

国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課木材利用推進室 係長 

文部科学省大臣官房文教施設企画部施設企画課 専門官 

文部科学省大臣官房文教施設企画部施設助成課 課長補佐 

総務省消防庁予防課 設備専門官 

総務省消防庁予防課 設備係長 

総務省消防庁予防課 事務官 

農林水産省林野庁林政部木材産業課 課長補佐 

農林水産省林野庁林政部木材利用課 課長補佐 

全国消防長会事業企画課 課長 

全国消防長会事業企画課 警防防災担当係長 

全国消防長会事業管理課 課長 

 

オブザーバー 

〃 

吉村 嘉隆 

杉山 徹也 

中島工務店東京支店 取締役支店長 

中島工務店建築部・課長 
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表 5-3  平成 25 年度 全体会議名簿（平成 26 年 3 月時点） 
役職 氏名 所属 

委員長 

副委員長 

委員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

長谷見 雄二 

安井 昇 

加藤 詞史 

稲垣 淳哉 

堀 英祐 

白井 裕子 

田村 隆雄 

渥美 良紀 

板垣 直行 

石山 智 

泉 潤一 

小松 弘昭 

逢坂 達男 

関 真理子 

蛇石 貴宏 

加来 照彦 

樋口 祥一 

（以上、事業主体） 

早稲田大学理工学術院 教授 

早稲田大学理工学研究所 客員上級研究員 

早稲田大学理工学研究所 客員上級研究員 

早稲田大学理工学研究所 客員次席研究員 

早稲田大学理工学術院 助教 

早稲田大学理工学研究所 主任研究員 

早稲田大学理工学研究所 嘱託研究員 

早稲田大学理工学研究所 嘱託研究員 

秋田県立大学システム科学技術学部 准教授 

秋田県立大学システム科学技術学部 助教 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ 技術開発グループ長 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ 主査 

住友林業住宅事業本部技術部 技師長 

住友林業筑波研究所建築住まいグループ 研究員 

住友林業筑波研究所建築住まいグループ 研究員 

現代計画研究所 取締役 

現代計画研究所 所員 

 

委員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

安藤 恒次 

成瀬 友宏 

平光 厚雄 

越海 興一 

東條 旭 

萩原 一郎  

鍵屋 浩司 

鈴木 淳一 

水上 点晴 

山口 修由 

荒木 康弘 

（以上、共同研究機関） 

国土技術政策総合研究所建築研究部基準認証システム研究室 室長 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室 室長 

国土技術政策総合研究所都市研究部都市開発研究室 主任研究官 

国土技術政策総合研究所企画部 基準研究官 

国土技術政策総合研究所建築研究部基準認証システム研究室 研究官 

建築研究所防火研究グループ グループ長 

建築研究所防火研究グループ 主任研究員 

建築研究所防火研究グループ 研究員 

建築研究所防火研究グループ 研究員 

建築研究所材料研究グループ 主任研究員 

建築研究所構造研究グループ 研究員 

 

オブザーバー

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

野原 邦治 

津村 万梨子 

原 章仁 

会田 隆 

柴田 隆司 

真野 善雄 

木村 哲治 

守谷 謙一 

鈴木 健志 

四維 栄広 

中嶋 健 

赤羽 元 

荒井 知己 

大道 一浩 

渡辺 又介 

佐藤 孝行 

佐久間 進 

今村 亨 

（以上、関係省庁） 

国土交通省住宅局建築指導課 課長補佐 

国土交通省住宅局建築指導課 係長 

国土交通省住宅局建築指導課 係員 

国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課木材利用推進室 課長補佐 

国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課木材利用推進室 係長 

文部科学省大臣官房文教施設企画部施設企画課 専門官 

文部科学省大臣官房文教施設企画部施設助成課 課長補佐 

総務省消防庁予防課 設備専門官 

総務省消防庁予防課 設備係長 

総務省消防庁予防課 設備係 

総務省消防庁消防・救急課 事務官 

農林水産省林野庁林政部木材産業課 課長補佐 

農林水産省林野庁林政部木材産業課 係長 

農林水産省林野庁林政部木材利用課 課長補佐 

全国消防長会事業企画課 課長 

全国消防長会事業企画課 警防防災担当係長 

全国消防長会事業管理課 課長 

全国消防長会事業管理課 予防担当係長 

 

オブザーバー 

〃 

吉村 嘉隆 

杉山 徹也 

中島工務店・取締役 

中島工務店建築部・課長 
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表 5-4  平成 24 年度 設計 WG 名簿 
役職 氏名 所属 

座長 

副座長 

検討員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

オブザーバー 

〃 

〃 

〃 

加来 照彦 

萩原 一郎 

泉 潤一 

稲垣 淳哉 

逢坂 達男 

加藤 詞史 

成瀬 友宏 

樋口 祥一 

安井 昇 

吉村 嘉隆 

杉山 徹也 

赤根 健司 

小林 和弘 

現代計画研究所・取締役 

建築研究所防火研究グループ・上席研究員 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ・シニアマネージャー 

早稲田大学理工学研究所・客員次席研究員 

住友林業住宅事業本部技術部・技師長 

早稲田大学理工学研究所・客員上級研究員 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室・室長 

現代計画研究所・所員 

早稲田大学理工学研究所・客員上席研究員 

中島工務店東京支店・取締役支店長 

中島工務店建築部・課長 

山辺構造設計事務所・主任 

国土交通省住宅局建築指導課・係長 

 
 

表 5-5  平成 24 年度 安全管理 WG 名簿 
役職 氏名 所属 

座長 

副座長 

検討員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

オブザーバー 

〃 

〃 

加藤 詞史 

成瀬 友宏 

泉 潤一 

板垣 直行 

逢坂 達男 

加来 照彦 

田村 隆雄 

萩原 一郎 

杉山 徹也 

石山 智 

竹村 好史 

早稲田大学理工学研究所・客員上級研究員 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室・室長 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ・シニアマネージャー 

秋田県立大学システム科学技術学部・准教授 

住友林業住宅事業本部技術部・技師長 

現代計画研究所・取締役 

早稲田大学理工学研究所・招聘研究員 

建築研究所防火研究グループ・上席研究員 

中島工務店建築部・課長 

秋田県立大学システム科学技術学部・助教 

国土交通省住宅局建築指導課・課長補佐 

 
 

表 5-6  平成 24 年度 計測 WG 名簿 
役職 氏名 所属 

座長 

副座長 

検討員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

オブザーバー 

〃 

〃 

   〃 

板垣 直行 

鍵屋 浩司 

稲垣 淳哉 

小松 弘昭 

鈴木 淳一 

関 真理子 

田村 隆雄 

成瀬 友宏 

仁井 大策 

林 吉彦 

樋口 祥一 

蛇石 貴宏 

安井 昇 

吉村嘉隆 

杉山 徹也 

小林 和弘 

秋田県立大学システム科学技術学部・准教授 

国土技術政策総合研究所都市研究部都市開発研究室・主任研究官 

早稲田大学理工学研究所・客員次席研究員 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ・主査 

建築研究所防火研究グループ・研究員 

住友林業筑波研究所建築住まいグループ・研究員 

早稲田大学理工学研究所・招聘研究員 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室・室長 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室・主任研究官 

建築研究所防火研究グループ・上席研究員 

現代計画研究所・所員 

住友林業筑波研究所建築住まいグループ・研究員 

早稲田大学理工学研究所・客員上席研究員 

中島工務店東京支店・取締役支店長 

中島工務店建築部・課長 

国土交通省住宅局建築指導課・係長 
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表 5-7  平成 24 年度 計測 WG 名簿 
役職 氏名 所属 

座長 

副座長 

検討員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

オブザーバー 

〃 

安井 昇 

鈴木 淳一 

板垣 直行 

鍵屋 浩司 

小松 弘昭 

関 真理子 

成瀬 友宏 

蛇石 貴宏 

吉田 正志 

吉岡 英樹 

小林 和弘 

早稲田大学理工学研究所・客員上席研究員 

建築研究所防火研究グループ・研究員 

秋田県立大学システム科学技術学部・准教授 

国土技術政策総合研究所都市研究部都市開発研究室・主任研究官 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ・主査 

住友林業筑波研究所建築住まいグループ・研究員 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室・室長 

住友林業筑波研究所建築住まいグループ・研究員 

建築研究所防火研究グループ・主任研究官 

国土技術政策総合研究所都市研究部都市防災研究室・主任研究官 

国土交通省住宅局建築指導課・係長 

 
 

表 5-8  平成 25 年度 設計 WG 名簿 
役職 氏名 所属 

座長 

副座長 

検討員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

オブザーバー 

〃 

〃 

〃 

〃 

加来 照彦 

萩原 一郎 

樋口 祥一 

成瀬 友宏 

逢坂 達男 

泉 潤一 

加藤 詞史 

安井 昇 

稲垣 淳哉 

津村万梨子 

（小林 和弘） 

吉村 嘉隆 

杉山 徹也 

赤根 健司 

現代計画研究所 取締役 

建築研究所防火研究グループ グループ長 

現代計画研究所 所員 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室 室長 

住友林業住宅事業本部技術部 技師長 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ 技術開発グループ長 

早稲田大学理工学研究所 客員上級研究員 

早稲田大学理工学研究所 客員上席研究員 

早稲田大学理工学研究所 客員次席研究員 

国土交通省住宅局建築指導課 係長 

 

中島工務店東京支店 取締役支店長 

中島工務店建築部 課長 

山辺構造設計事務所 主任 

 
 

表 5-9  平成 25 年度 安全管理 WG 名簿 
役職 氏名 所属 

座長 

副座長 

検討員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

オブザーバー 

〃 

〃 

〃 

加藤 詞史 

成瀬 友宏 

板垣 直行 

石山 智 

加来 照彦 

逢坂 達男 

泉 潤一 

堀 英祐 

白井 裕子 

田村 隆雄 

萩原 一郎 

野原 邦治 

（竹村 好史） 

杉山 徹也 

早稲田大学理工学研究所 客員上級研究員 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室 室長 

秋田県立大学システム科学技術学部 准教授 

秋田県立大学システム科学技術学部 助教 

現代計画研究所 取締役 

住友林業住宅事業本部技術部 技師長 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ 技術開発グループ長 

早稲田大学理工学術院 助教 

早稲田大学理工学研究所 主任研究員 

早稲田大学理工学研究所 嘱託研究員 

建築研究所防火研究グループ グループ長 

国土交通省住宅局建築指導課 課長補佐 

 

中島工務店建築部 課長 
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表 5-10  平成 25 年度 計測 WG 名簿（平成 25 年 4 月時点） 
役職 氏名 所属 

座長 

副座長 

検討員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

オブザーバー 

〃 

〃 

〃 

板垣 直行 

鍵屋 浩司 

石山 智 

樋口 祥一 

林 吉彦 

鈴木 淳一 

成瀬 友宏 

仁井 大策 

関 真理子 

蛇石 貴宏 

小松 弘昭 

安井 昇 

稲垣 淳哉 

田村 隆雄 

渥美 良紀 

津村万梨子 

（小林 和弘） 

吉村嘉隆 

杉山 徹也 

秋田県立大学システム科学技術学部 准教授 

建築研究所防火研究グループ 主任研究員 

秋田県立大学システム科学技術学部 助教 

現代計画研究所 所員 

建築研究所防火研究グループ 上席研究員 

建築研究所防火研究グループ 研究員 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室 室長 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室 主任研究官 

住友林業筑波研究所建築住まいグループ 研究員 

住友林業筑波研究所建築住まいグループ 研究員 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ 主査 

早稲田大学理工学研究所 客員上席研究員 

早稲田大学理工学研究所 客員次席研究員 

早稲田大学理工学研究所 嘱託研究員 

早稲田大学理工学研究所 嘱託研究員 

国土交通省住宅局建築指導課 係長 

 

中島工務店東京支店 取締役支店長 

中島工務店建築部 課長 

 
 

表 5-11  平成 25 年度 実験 WG 名簿（平成 25 年 4 月時点） 
役職 氏名 所属 

座長 

副座長 

検討員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

オブザーバー 

〃 

安井 昇 

鈴木 淳一 

板垣 直行 

鍵屋 浩司 

吉田 正志 

成瀬 友宏 

吉岡 英樹 

関 真理子 

蛇石 貴宏 

小松 弘昭 

白井 裕子 

渥美 良紀 

津村万梨子 

（小林 和弘） 

早稲田大学理工学研究所 客員上席研究員 

建築研究所防火研究グループ 研究員 

秋田県立大学システム科学技術学部 准教授 

建築研究所防火研究グループ 主任研究員 

建築研究所防火研究グループ 主任研究官 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室 室長 

国土技術政策総合研究所都市研究部都市防災研究室 主任研究官 

住友林業筑波研究所建築住まいグループ 研究員 

住友林業筑波研究所建築住まいグループ 研究員 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ 主査 

早稲田大学理工学研究所 主任研究員 

早稲田大学理工学研究所 嘱託研究員 

国土交通省住宅局建築指導課 係長 
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表 5-12  平成 25 年度 避難安全 WG 名簿（平成 25 年 4 月時点） 
役職 氏名 所属 

座長 

副座長 

検討員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

オブザーバー 

〃 

長谷見 雄二 

成瀬 友宏 

萩原 一郎 

安井 昇 

稲垣 淳哉 

渥美 良紀 

樋口 祥一 

仁井 大策 

津村万梨子 

（小林 和弘） 

早稲田大学理工学術院 教授 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室 室長 

建築研究所防火研究グループ グループ長 

早稲田大学理工学研究所 客員上級研究員 

早稲田大学理工学研究所 客員次席研究員 

早稲田大学理工学研究所 嘱託研究員 

現代計画研究所 所員 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室 主任研究官 

国土交通省住宅局建築指導課 係長 

 
 

表 5-13  平成 24 年度 実行委員会名簿（平成 24 年 6 月時点） 
役職 氏名 所属 

委員長 

副委員長 

委員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

長谷見 雄二 

安井 昇 

加藤 詞史 

板垣 直行 

泉 潤一 

逢坂 達男 

加来 照彦 

成瀬 友宏 

萩原 一郎 

河村 力三 

吉村 嘉隆 

関澤 愛 

山田 常圭 

 

後藤 義明 

早稲田大学理工学術院・教授 

早稲田大学理工学研究所・客員上級研究員 

早稲田大学理工学研究所・客員上級研究員 

秋田県立大学システム科学技術学部・准教授 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ・シニアマネージャー 

住友林業住宅事業本部技術部・技師長 

現代計画研究所・取締役 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室・室長 

建築研究所防火研究グループ・上席研究員 

中島工務店・常務取締役 

中島工務店・取締役東京支店長 

東京理科大学大学院国際火災科学研究科・教授 

東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻消防防災科学技術寄付講座・ 

特任教授 

独立行政法人森林総合研究所気象環境研究領域長 

協力委員 

〃 

〃 

〃 

〃 

竹村 好史 

会田 隆 

真野 善雄 

守谷 謙一 

赤羽 元 

国土交通省住宅局建築指導課・課長補佐 

国土交通省大臣官房庁営繕部整備課木材利用推進室・課長補佐 

文部科学省大臣官房庁文教施設企画部施設企画課・専門官 

総務省消防庁予防課・設備専門官 

農林水産省林野庁林政部木材産業課・課長補佐 

協力団体 

〃 

下呂市 

中津川市 
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表 5-14  平成 25 年度 実行委員会名簿（平成 25 年 6 月時点） 
役職 氏名 所属 

委員長 

副委員長 

委員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

長谷見 雄二 

安井 昇 

加藤 詞史 

板垣 直行 

泉 潤一 

逢坂 達男 

加来 照彦 

成瀬 友宏 

萩原 一郎 

河村 力三 

吉村 嘉隆 

関澤 愛 

山田 常圭 

後藤 義明 

早稲田大学理工学術院・教授 

早稲田大学理工学研究所・客員上級研究員 

早稲田大学理工学研究所・客員上級研究員 

秋田県立大学システム科学技術学部・准教授 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ・シニアマネージャー 

住友林業住宅事業本部技術部・技師長 

現代計画研究所・取締役 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室・室長 

建築研究所防火研究グループ・上席研究員 

中島工務店・常務取締役 

中島工務店 

東京理科大学大学院国際火災科学研究科・教授 

総務省消防庁消防研究センター技術研究部・上席研究官 

独立行政法人森林総合研究所気象環境研究領域長 

協力委員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

野原 邦治 

津村 万梨子 

会田 隆 

真野 善雄 

守谷 謙一 

赤羽 元 

安藤 恒次 

国土交通省住宅局建築指導課・課長補佐 

国土交通省住宅局建築指導課・係長 

国土交通省大臣官房庁営繕部整備課木材利用推進室・課長補佐 

文部科学省大臣官房庁文教施設企画部施設企画課・専門官 

総務省消防庁予防課・設備専門官 

農林水産省林野庁林政部木材産業課・課長補佐 

国土技術政策総合研究所建築研究部基準認証研究室・室長 

協力団体 

〃 

下呂市 

中津川市 

 

 

 
表 5-15  幹事会名簿 

役職 氏名 所属 

座長 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

長谷見 雄二 

成瀬 友宏 

萩原 一郎 

安井 昇 

加藤 詞史  

板垣 直行 

加来 照彦 

泉 潤一 

逢坂 達男 

鈴木 淳一 

鍵屋 浩司 

 

竹村 好史 

早稲田大学理工学術院 教授 

国土技術政策総合研究所建築研究部防火基準研究室 室長 

建築研究所防火研究グループ グループ長 

早稲田大学理工学研究所 客員上級研究員 

早稲田大学理工学研究所 客員上級研究員 

秋田県立大学システム科学技術学部・准教授 

現代計画研究所 取締役 

三井ホーム技術企画部技術開発グループ・シニアマネージャー 

住友林業住宅事業本部技術部・技師長 

建築研究所防火研究グループ  研究員 

建築研究所防火研究グループ 主任研究員 

(元国土技術政策総合研究所都市研究部都市開発研究室 主任研究官) 

国土交通省住宅局建築指導課・課長補佐 
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